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第   76 号 議  案   

令和 5年 6月 9日提 出   

浜松市固定資産評価審査委員会条例の一部改正について 

浜松市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例 

浜松市固定資産評価審査委員会条例（昭和２６年浜松市条例第５３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正前 改正後 

（審査の申出） （審査の申出） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 審査申出書には、審査申出人（審査申出

人が法人その他の社団又は財団であるとき

は代表者又は管理人、総代を互選したとき

は総代、代理人によって審査の申出をする

ときは代理人）が押印し、又は署名しなけ

ればならない。 

５・６ （略） ４・５ （略） 

（口頭審理） （口頭審理） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 前項の口述書には、次に掲げる事項を記

載し、提出者がこれに記名押印し、又は署

名しなければならない。 

５ 前項の口述書には、次に掲げる事項を記

載しなければならない。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

６・７ （略） ６・７ （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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第   77 号 議  案   

令和 5年 6月 9日提 出   

浜松市印鑑条例の一部改正について 

浜松市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市印鑑条例の一部を改正する条例 

 浜松市印鑑条例（昭和５２年浜松市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（民間端末機による印鑑登録証明書の交付） （通信端末機器による印鑑登録証明書の交

付） 

第１５条の２ 前条の規定にかかわらず、印鑑

登録者は、自ら民間端末機（民間事業者が設

置し、かつ、地方公共団体情報システム機構

の使用に係る電子計算機を経由して、本市の

使用に係る電子計算機と電気通信回線で接

続された通信端末機器をいう。）において、

個人番号カード（電子署名等に係る地方公共

団体情報システム機構の認証業務に関する

法律（平成１４年法律第１５３号）第２２条

第１項に規定する利用者証明用電子証明書

が記録されたものに限る。）を使用し、かつ、

当該利用者証明用電子証明書に係る暗証番

号その他必要な事項を入力することにより、

印鑑登録証明書の交付を受けることができ

る。 

第１５条の２ 前条の規定にかかわらず、印鑑

登録者は、自ら通信端末機器（地方公共団体

情報システム機構の使用に係る電子計算機

を経由して、本市の使用に係る電子計算機と

電気通信回線で接続された通信端末機器を

いう。）において、利用者証明用電子証明書

（電子署名等に係る地方公共団体情報シス

テム機構の認証業務に関する法律（平成１４

年法律第１５３号）第２２条第１項に規定す

る利用者証明用電子証明書をいう。）を利用

することにより、印鑑登録証明書の交付を受

けることができる。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

この条例は、公布の日の翌日から施行する。 
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第   78 号 議  案   

令和 5年 6月 9日提 出   

浜松市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律施行条例の一部改正について 

浜松市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行条

例の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律施行条例の一部を改正する条例 

 浜松市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行条

例（平成２７年浜松市条例第８０号）の一部を次のように改正する。

改正前 改正後 

（個人番号の利用範囲等） （個人番号の利用範囲等） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

  （個人番号カードの利用） 

 第３条 行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律施行

令（平成２６年政令第１５５号）第１８条第

２項第２号の条例で定める事務は、浜松市職

員定数条例（昭和２８年浜松市条例第１８

号）第２条に規定する職員のうち、任命権者

が定めるものの出勤及び退勤の管理事務と

する。 

 （委任）  （委任） 

第３条 （略） 第４条 （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

 この条例は、令和５年８月１日から施行する。 
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第   79 号 議  案   

令和 5年 6月 9日提 出   

浜松市総合体育館条例等の一部改正について 

浜松市総合体育館条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市総合体育館条例等の一部を改正する条例 

（浜松市総合体育館条例の一部改正） 

第１条 浜松市総合体育館条例（平成１７年浜松市条例第１９７号）の一部を次のように

改正する。 

改正前 改正後 

別表第２（第８条・第２１条関係） 別表第２（第８条・第２１条関係） 

１ 浜松市浜北体育館 １ 浜松市浜北体育館 

利用時間区分

利用区分 

午前9時

か ら 午

後6時ま

で 1時

間 に つ

き 

午後6時

か ら 午

後9時ま

で 1時

間 に つ

き 

午後9時

か ら 午

後9時30

分まで 

競

技

場

専

用

利

用

全

面

体育活動に利

用する場合 

円 円 円

1,420 1,520 760 

（略） 

半

面

体育活動に利

用する場合 

710 760 380 

 （略） 

（略） 

利用時間区分

利用区分 

午前9時

か ら 午

後6時ま

で 1時

間 に つ

き 

午後6時

か ら 午

後9時ま

で 1時

間 に つ

き 

午後9時

か ら 午

後9時30

分まで 

競

技

場

専

用

利

用

全

面

体育活動に利

用する場合 

円 円 円

1,750 2,280 1,140 

（略） 

半

面

体育活動に利

用する場合 

870 1,140 570 

（略） 

（略） 

  備考 （略）   備考 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 浜松市天竜体育館 ４ 浜松市天竜体育館 

(1) 施設 (1) 施設 

利用時間区分

利用区分 

午前9時

か ら 午

後6時ま

で 1時

間 に つ

き 

午後 6時

か ら 午

後9時ま

で 1時

間 に つ

き 

午後9時

か ら 午

後9時30

分まで 

全

面

入場料

を徴収

しない

場合 

体育活

動に利

用する

場合 

円

360 

円

690 

円

340 

その他

に利用

する場

合 

1,810 3,660 1,830 

入場料

を徴収

する場

合 

体育活

動に利

用する

場合 

1,720 3,300 1,650 

その他

に利用

5,400 11,000 5,500 

利用時間区分

利用区分 

午前9時

か ら 午

後6時ま

で 1時

間 に つ

き 

午後 6時

か ら 午

後9時ま

で 1時

間 に つ

き 

午後9時

か ら 午

後9時30

分まで 

全

面

体育活動に利

用する場合 

円

360 

円

690 

円

340 

その他に利用

する場合 

1,810 3,660 1,830 

半

面

体育活動に利

用する場合 

180 340 170 

その他に利用

する場合

900 1,830 910
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する場

合 

半

面

入場料

を徴収

しない

場合 

体育活

動に利

用する

場合 

180 340 170 

その他

に利用

する場

合 

900 1,830 910 

入場料

を徴収

する場

合

体育活

動に利

用する

場合 

860 1,650 820 

その他

に利用

する場

合 

2,700 5,500 2,750 

  備考 （略） 備考 （略） 

  (2) （略） (2) （略） 

 ５～１１ （略） ５～１１ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

（浜松市運動広場条例の一部改正） 

第２条 浜松市運動広場条例（平成１１年浜松市条例第２６号）の一部を次のように改正

する。 

改正前 改正後 

別表第２（第７条・第１８条関係） 別表第２（第７条・第１８条関係） 

１・２ （略） １・２ （略） 

３ 浜松市雄踏グラウンド ３ 浜松市雄踏グラウンド 

(1) グラウンド (1) グラウンド 

利用時間区分

利用区分 

午前9時から午後9時ま

で 2時間につき 

1面につき 550円

利用時間区分

利用区分 

午前9時から午後9時ま

で 2時間につき 

1面につき 820円

備考 （略） 備考 （略） 

(2) （略） (2) （略） 

４～１０ （略） ４～１０ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

（浜松市庭球場条例の一部改正） 

第３条 浜松市庭球場条例（平成１７年浜松市条例第１９８号）の一部を次のように改正

する。 

改正前 改正後 

-11-



別表（第８条・第２０条関係） 別表（第８条・第２０条関係） 

１ 浜松市天竜庭球場 １ 浜松市天竜庭球場 

(1) コート (1) コート 

利用時間区分

利用区分 

午前9時から午後9時ま

で 2時間につき 

1面につき 660円

利用時間区分

利用区分 

午前9時から午後9時ま

で 2時間につき 

1面につき 990円

備考 （略） 備考 （略） 

(2) （略） (2) （略） 

２ （略） ２ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

（浜松市新橋体育センター条例の一部改正） 

第４条 浜松市新橋体育センター条例（昭和５３年浜松市条例第１３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正前 改正後 

別表（第３条・第８条関係） 別表（第３条・第８条関係） 

１ 体育館 １ 体育館 

(1) 施設 (1) 施設 

利用時間区分

利用区分 

午前9時

か ら 午

後6時ま

で 1時

間 に つ

き 

午後6時

か ら 午

後9時ま

で 1時

間 に つ

き 

午後9時

か ら 午

後9時 30

分まで 

体育室専

用利用 

全面 円

1,570 

円

2,480 

円

1,240 

半面 780 1,240 620 

 （略） 

利用時間区分

利用区分 

午前9時

か ら 午

後6時ま

で 1時

間 に つ

き 

午後6時

か ら 午

後9時ま

で 1時

間 に つ

き 

午後9時

か ら 午

後9時30

分まで 

体育室専

用利用 

全面 円

1,750 

円

2,810 

円

1,400 

半面 870 1,400 700 

 （略） 

備考 （略） 備考 （略） 

(2)・(3) （略） (2)・(3) （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ 第１条から第４条までの規定による改正後の浜松市総合体育館条例、浜松市運動広場

条例、浜松市庭球場条例及び浜松市新橋体育センター条例の規定は、この条例の施行の

日以後の利用に係る利用料金について適用する。ただし、この条例の施行の際現に当該

利用の許可を受けている者の当該許可に係る利用料金については、なお従前の例による。 
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第   80 号 議  案   

令和 5年 6月 9日提 出   

浜松市税条例の一部改正について 

浜松市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市税条例の一部を改正する条例 

第１条 浜松市税条例（昭和２９年浜松市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（給与所得に係る特別徴収税額の納入の義

務等） 

（給与所得に係る特別徴収税額の納入の義

務等） 

第４６条 前条の特別徴収義務者は、月割額

を徴収した月の翌月１０日までに、その徴

収した月割額を施行規則第５号の１５様式

又は施行規則第２条の６の規定により総務

大臣が定めた様式による納入書によって納

入しなければならない。 

第４６条 前条の特別徴収義務者は、月割額

を徴収した月の翌月１０日までに、その徴

収した月割額を施行規則第５号の１５様式

又は第５号の１５の２様式若しくは施行規

則第２条の６の規定により総務大臣が定め

た様式による納入書により納入しなければ

ならない。 

（法人の市民税の申告納付） （法人の市民税の申告納付） 

第４８条 市民税を申告納付する義務がある

法人は、法第３２１条の８第１項、第２項、

第３１項、第３４項及び第３５項の規定に

よる申告書（第９項、第１０項及び第１２

項において「納税申告書」という。）を、

同条第１項、第２項、第３１項及び第３５

項の申告納付にあってはそれぞれこれらの

規定による納期限までに、同条第３４項の

申告納付にあっては遅滞なく市長に提出す

ると同時にその申告に係る税金又は同条第

１項後段及び第２項後段の規定により提出

があったものとみなされる申告書に係る税

金を施行規則第２２号の４様式による納付

書により納付しなければならない。 

第４８条 市民税を申告納付する義務がある

法人は、法第３２１条の８第１項、第２項、

第３１項、第３４項及び第３５項の規定に

よる申告書（第９項、第１０項及び第１２

項において「納税申告書」という。）を、

同条第１項、第２項、第３１項及び第３５

項の申告納付にあってはそれぞれこれらの

規定による納期限までに、同条第３４項の

申告納付にあっては遅滞なく市長に提出す

ると同時にその申告に係る税金又は同条第

１項後段及び第２項後段の規定により提出

があったものとみなされる申告書に係る税

金を施行規則第２２号の４様式又は第２２

号の４の２様式による納付書により納付し

なければならない。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 法第３２１条の８第３４項に規定する申

告書（同条第３３項の規定による申告書を

含む。以下この項において同じ。）に係る

５ 法第３２１条の８第３４項に規定する申

告書（同条第３３項の規定による申告書を

含む。以下この項において同じ。）に係る
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税金を納付する場合には、当該税金に係る

同条第１項、第２項又は第３１項の納期限

（納期限の延長があったときは、その延長

された納期限とする。第７項第１号におい

て同じ。）の翌日から納付の日までの期間

の日数に応じ、当該税額に年１４．６パー

セント（申告書を提出した日（同条第３５

項の規定の適用がある場合において、当該

申告書がその提出期限前に提出されたとき

は、当該提出期限）までの期間又はその期

間の末日の翌日から１月を経過する日まで

の期間については、年７．３パーセント）

の割合を乗じて計算した金額に相当する延

滞金を加算して施行規則第２２号の４様式

による納付書により納付しなければならな

い。 

税金を納付する場合には、当該税金に係る

同条第１項、第２項又は第３１項の納期限

（納期限の延長があったときは、その延長

された納期限とする。第７項第１号におい

て同じ。）の翌日から納付の日までの期間

の日数に応じ、当該税額に年１４．６パー

セント（申告書を提出した日（同条第３５

項の規定の適用がある場合において、当該

申告書がその提出期限前に提出されたとき

は、当該提出期限）までの期間又はその期

間の末日の翌日から１月を経過する日まで

の期間については、年７．３パーセント）

の割合を乗じて計算した金額に相当する延

滞金を加算して施行規則第２２号の４様式

又は第２２号の４の２様式による納付書に

より納付しなければならない。 

６～１６ （略） ６～１６ （略） 

（法人の市民税に係る不足税額の納付の手

続） 

（法人の市民税に係る不足税額の納付の手

続） 

第５０条 法人の市民税の納税者は法第

３２１条の１１の規定による法人の市民税

に係る更正又は決定の通知書を受けた場合

には、当該不足税額を当該通知書の指定す

る期限までに、施行規則第２２号の４様式

による納付書により納付しなければならな

い。 

第５０条 法人の市民税の納税者は法第

３２１条の１１の規定による法人の市民税

に係る更正又は決定の通知書を受けた場合

には、当該不足税額を当該通知書の指定す

る期限までに、施行規則第２２号の４様式

又は第２２号の４の２様式による納付書に

より納付しなければならない。 

２ 前項の場合においては、その不足税額に

法第３２１条の８第１項、第２項又は第

３１項の納期限（同条第３５項の申告納付

に係る法人税割に係る不足税額がある場合

には、同条第１項又は第２項の納期限とし、

納期限の延長があった場合には、その延長

された納期限とする。第４項第１号におい

２ 前項の場合には、その不足税額に法第

３２１条の８第１項、第２項又は第３１項

の納期限（同条第３５項の申告納付に係る

法人税割に係る不足税額がある場合には、

同条第１項又は第２項の納期限とし、納期

限の延長があった場合には、その延長され

た納期限とする。第４項第１号において同
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て同じ。）の翌日から納付の日までの期間

の日数に応じ、年１４．６パーセント（前

項の納期限までの期間又は当該納期限の翌

日から１月を経過する日までの期間につい

ては、年７．３パーセント）の割合を乗じ

て計算した金額に相当する延滞金額を加算

して納付しなければならない。 

じ。）の翌日から納付の日までの期間の日

数に応じ、年１４．６パーセント（前項の

納期限までの期間又は当該納期限の翌日か

ら１月を経過する日までの期間について

は、年７．３パーセント）の割合を乗じて

計算した金額に相当する延滞金額を加算し

て納付しなければならない。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

（たばこ税の申告納付の手続） （たばこ税の申告納付の手続） 

第１００条 前条の規定によってたばこ税を

申告納付すべき者（以下この節において「申

告納税者」という。）は、毎月末日までに、

前月の初日から末日までの間における売渡

し等に係る製造たばこの品目ごとの課税標

準たる本数の合計数（以下この節において

「課税標準数量」という。）及び当該課税

標準数量に対するたばこ税額、第９８条第

１項の規定により免除を受けようとする場

合にあっては同項の適用を受けようとする

製造たばこに係るたばこ税額並びに次条第

１項の規定により控除を受けようとする場

合にあっては同項の適用を受けようとする

たばこ税額その他必要な事項を記載した施

行規則第３４号の２様式による申告書を市

長に提出し、及びその申告に係る税金を施

行規則第３４号の２の５様式による納付書

によって納付しなければならない。この場

合において、当該申告書には、第９８条第

３項に規定する書類及び次条第１項の返還

に係る製造たばこの品目ごとの数量につい

ての明細を記載した施行規則第１６号の５

様式による書類を添付しなければならな

い。 

第１００条 前条の規定によってたばこ税を

申告納付すべき者（以下この節において「申

告納税者」という。）は、毎月末日までに、

前月の初日から末日までの間における売渡

し等に係る製造たばこの品目ごとの課税標

準たる本数の合計数（以下この節において

「課税標準数量」という。）及び当該課税

標準数量に対するたばこ税額、第９８条第

１項の規定により免除を受けようとする場

合にあっては同項の適用を受けようとする

製造たばこに係るたばこ税額並びに次条第

１項の規定により控除を受けようとする場

合にあっては同項の適用を受けようとする

たばこ税額その他必要な事項を記載した施

行規則第３４号の２様式による申告書を市

長に提出し、及びその申告に係る税金を施

行規則第３４号の２の５様式又は第３４号

の２の５の２様式による納付書によって納

付しなければならない。この場合において、

当該申告書には、第９８条第３項に規定す

る書類及び次条第１項の返還に係る製造た

ばこの品目ごとの数量についての明細を記

載した施行規則第１６号の５様式による書

類を添付しなければならない。 
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２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 前項の修正申告書に係る税金を納付する

場合には、当該税金に係る第１項又は第２

項の納期限（納期限の延長があったときは、

その延長された納期限。第１０３条第２項

において同じ。）の翌日から納付の日まで

の期間の日数に応じ、当該税額に年

１４．６パーセント（修正申告書を提出し

た日までの期間又はその日の翌日から１月

を経過する日までの期間については、年

７．３パーセント）の割合を乗じて計算し

た金額に相当する延滞金額を加算して施行

規則第３４号の２の５様式による納付書に

よって納付しなければならない。 

５ 前項の修正申告書に係る税金を納付する

場合には、当該税金に係る第１項又は第２

項の納期限（納期限の延長があったときは、

その延長された納期限。第１０３条第２項

において同じ。）の翌日から納付の日まで

の期間の日数に応じ、当該税額に年

１４．６パーセント（修正申告書を提出し

た日までの期間又はその日の翌日から１月

を経過する日までの期間については、年

７．３パーセント）の割合を乗じて計算し

た金額に相当する延滞金額を加算して施行

規則第３４号の２の５様式又は第３４号の

２の５の２様式による納付書によって納付

しなければならない。 

（たばこ税に係る不足税額等の納付手続） （たばこ税に係る不足税額等の納付手続） 

第１０３条 たばこ税の納税義務者は、法第

４８１条、第４８３条又は第４８４条の規

定に基づく納付の告知を受けた場合には、

当該不足税額又は過少申告加算金額、不申

告加算金額若しくは重加算金額を当該通知

書の指定する期限までに、施行規則第３４

号の２の５様式による納付書によって納付

しなければならない。 

第１０３条 たばこ税の納税義務者は、法第

４８１条、第４８３条又は第４８４条の規

定に基づく納付の告知を受けた場合には、

当該不足税額又は過少申告加算金額、不申

告加算金額若しくは重加算金額を当該通知

書の指定する期限までに、施行規則第３４

号の２の５様式又は第３４号の２の５の２

様式による納付書によって納付しなければ

ならない。 

２ （略） ２ （略） 

附 則 附 則 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民

税の課税の特例） 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民

税の課税の特例） 

第９条 昭和５７年度から令和６年度までの

各年度分の個人の市民税に限り、法附則第

６条第４項に規定する場合において、第

３６条の２第１項の規定による申告書（そ

第９条 昭和５７年度から令和９年度までの

各年度分の個人の市民税に限り、法附則第

６条第４項に規定する場合において、第

３６条の２第１項の規定による申告書（そ
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の提出期限後において市民税の納税通知書

が送達される時までに提出されたもの及び

その時までに提出された第３６条の３第１

項の確定申告書を含む。次項において同

じ。）に肉用牛の売却に係る租税特別措置

法第２５条第１項に規定する事業所得の明

細に関する事項の記載があるとき（これら

の申告書にその記載がないことについてや

むを得ない理由があると市長が認めるとき

を含む。次項において同じ。）は当該事業

所得に係る市民税の所得割の額を免除す

る。 

の提出期限後において市民税の納税通知書

が送達される時までに提出されたもの及び

その時までに提出された第３６条の３第１

項の確定申告書を含む。次項において同

じ。）に肉用牛の売却に係る租税特別措置

法第２５条第１項に規定する事業所得の明

細に関する事項の記載があるとき（これら

の申告書にその記載がないことについてや

むを得ない理由があると市長が認めるとき

を含む。次項において同じ。）は当該事業

所得に係る市民税の所得割の額を免除す

る。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（読替規定） （読替規定） 

第１１条 法附則第１５条から第１５条の３

の２まで、附則第６３条又は附則第６４条

の規定の適用がある各年度分の固定資産税

に限り、第６２条第８項中「又は第３４９

条の３の４」とあるのは、「若しくは第

３４９条の３の４又は附則第１５条から第

１５条の３の２まで、附則第６３条若しく

は附則第６４条」とする。 

第１１条 法附則第１５条から第１５条の３

の２まで又は附則第６３条の規定の適用が

ある各年度分の固定資産税に限り、第６２

条第８項中「又は第３４９条の３の４」と

あるのは、「若しくは第３４９条の３の４

又は附則第１５条から第１５条の３の２ま

で若しくは附則第６３条」とする。 

（法附則第１５条第２項第１号等に規定す

る条例で定める割合） 

（法附則第１５条第２項第１号等に規定す

る条例で定める割合） 

第１１条の２ （略） 第１１条の２ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 法附則第１５条第１５項本文に規定する

条例で定める割合は、５分の３とする。 

３ 法附則第１５条第１４項本文に規定する

条例で定める割合は、５分の３とする。 

４ 法附則第１５条第２２項に規定する条例

で定める割合は、２分の１とする。 

４ 法附則第１５条第２１項に規定する条例

で定める割合は、２分の１とする。 

５ 法附則第１５条第２３項第１号に規定す

る条例で定める割合は、３分の２とする。 

５ 法附則第１５条第２２項第１号に規定す

る条例で定める割合は、３分の２とする。 
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６ 法附則第１５条第２３項第２号に規定す

る条例で定める割合は、２分の１とする。 

６ 法附則第１５条第２２項第２号に規定す

る条例で定める割合は、２分の１とする。 

７ 法附則第１５条第２３項第３号に規定す

る条例で定める割合は、２分の１とする。 

７ 法附則第１５条第２２項第３号に規定す

る条例で定める割合は、２分の１とする。 

８ 法附則第１５条第２４項第１号に規定す

る条例で定める割合は、３分の２とする。 

８ 法附則第１５条第２３項第１号に規定す

る条例で定める割合は、３分の２とする。 

９ 法附則第１５条第２４項第２号に規定す

る条例で定める割合は、２分の１とする。 

９ 法附則第１５条第２３項第２号に規定す

る条例で定める割合は、２分の１とする。 

１０ 法附則第１５条第２６項第１号イに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、３分の２とする。 

１０ 法附則第１５条第２５項第１号イに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、３分の２とする。 

１１ 法附則第１５条第２６項第１号ロに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、３分の２とする。 

１１ 法附則第１５条第２５項第１号ロに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、３分の２とする。 

１２ 法附則第１５条第２６項第１号ハに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、３分の２とする。 

１２ 法附則第１５条第２５項第１号ハに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、３分の２とする。 

１３ 法附則第１５条第２６項第１号ニに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、３分の２とする。 

１３ 法附則第１５条第２５項第１号ニに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、３分の２とする。 

１４ 法附則第１５条第２６項第２号イに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、４分の３とする。 

１４ 法附則第１５条第２５項第２号イに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、４分の３とする。 

１５ 法附則第１５条第２６項第２号ロに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、４分の３とする。 

１５ 法附則第１５条第２５項第２号ロに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、４分の３とする。 

１６ 法附則第１５条第２６項第２号ハに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、４分の３とする。 

１６ 法附則第１５条第２５項第２号ハに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、４分の３とする。 

１７ 法附則第１５条第２６項第３号イに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、２分の１とする。 

１７ 法附則第１５条第２５項第３号イに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、２分の１とする。 
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１８ 法附則第１５条第２６項第３号ロに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、２分の１とする。 

１８ 法附則第１５条第２５項第３号ロに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、２分の１とする。 

１９ 法附則第１５条第２６項第３号ハに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、２分の１とする。 

１９ 法附則第１５条第２５項第３号ハに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、２分の１とする。 

２０ 法附則第１５条第２９項に規定する条

例で定める割合は、３分の２とする。 

２０ 法附則第１５条第２８項に規定する条

例で定める割合は、３分の２とする。 

２１ 法附則第１５条第３３項に規定する条

例で定める割合は、３分の１とする。 

２１ 法附則第１５条第３２項に規定する条

例で定める割合は、３分の１とする。 

２２ 法附則第１５条第３４項に規定する条

例で定める割合は、３分の２とする。 

２２ 法附則第１５条第３３項に規定する条

例で定める割合は、３分の２とする。 

２３ 法附則第１５条第３９項に規定する条

例で定める割合は、３分の２とする。 

２３ 法附則第１５条第３８項に規定する条

例で定める割合は、３分の２とする。 

２４ 法附則第１５条第４３項に規定する条

例で定める割合は、３分の１とする。 

２４ 法附則第１５条第４２項に規定する条

例で定める割合は、３分の１とする。 

２５ 法附則第１５条第４４項に規定する条

例で定める割合は、４分の３とする。 

２５ 法附則第１５条第４３項に規定する条

例で定める割合は、４分の３とする。 

２６ （略） ２６ （略） 

２７ 法附則第６４条に規定する条例で定め

る割合は、零とする。 

２７ 法附則第１５条の９の３第１項に規定

する条例で定める割合は、３分の１とする。

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定等の適用を受けようとする者がすべき

申告） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定等の適用を受けようとする者がすべき

申告） 

第１１条の３ （略） 第１１条の３ （略） 

２～７ （略） ２～７ （略） 

８ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居

住改修住宅又は同条第５項の高齢者等居住

改修専有部分について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、同条第４項に規

定する居住安全改修工事が完了した日から

３月以内に、次に掲げる事項を記載した申

８ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居

住改修住宅又は同条第５項の高齢者等居住

改修専有部分について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、同条第４項に規

定する居住安全改修工事が完了した日から

３月以内に、次に掲げる事項を記載した申
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告書に施行規則附則第７条第８号各号に掲

げる書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

告書に施行規則附則第７条第８項各号に掲

げる書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

(1)～(7) （略） (1)～(7) （略） 

９～１１ （略） ９～１１ （略） 

 １２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定

する特定マンションに係る区分所有に係る

家屋について、同項の規定の適用を受けよ

うとする者は、当該特定マンションに係る

同項に規定する工事が完了した日から３月

以内に、次に掲げる事項を記載した申告書

に施行規則附則第７条第１６項各号に掲げ

る書類を添付して市長に提出しなければな

らない。 

 (1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び

個人番号又は法人番号（個人番号又は法

人番号を有しない者にあっては、住所及

び氏名又は名称） 

 (2) 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積

 (3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

 (4) 当該工事が完了した年月日 

 (5) 当該工事が完了した日から３月を経過

した後に申告書を提出する場合には、３

月以内に提出することができなかった理

由 

１２ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基

準適合家屋について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、当該耐震基準適合家

屋に係る耐震改修が完了した日から３月以

内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第７条第１３項に規定する補

助に係る補助金確定通知書の写し、建築物

１３ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基

準適合家屋について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、当該耐震基準適合家

屋に係る耐震改修が完了した日から３月以

内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第７条第１７項に規定する補

助に係る補助金確定通知書の写し、建築物
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の耐震改修の促進に関する法律（平成７年

法律第１２３号）第７条又は附則第３条第

１項の規定による報告の写し及び当該耐震

改修後の家屋が令附則第１２条第１９項に

規定する基準を満たすことを証する書類を

添付して市長に提出しなければならない。 

の耐震改修の促進に関する法律（平成７年

法律第１２３号）第７条又は附則第３条第

１項の規定による報告の写し及び当該耐震

改修後の家屋が令附則第１２条第１９項に

規定する基準を満たすことを証する書類を

添付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 施行規則附則第７条第１３項に規定す

る補助の算定の基礎となった当該耐震基

準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(5) 施行規則附則第７条第１７項に規定す

る補助の算定の基礎となった当該耐震基

準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(6) （略） (6) （略） 

１３ （略） １４ （略） 

（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 

第２０条 （略） 第２０条 （略） 

（軽自動車税の環境性能割の非課税） 

第２０条の２ 法第４５１条第１項第１号

（同条第４項又は第５項において準用する

場合を含む。）に掲げる三輪以上の軽自動

車（自家用のものに限る。以下この条にお

いて同じ。）に対しては、当該三輪以上の

軽自動車の取得が令和元年１０月１日から

令和３年１２月３１日までの間（附則第

２０条の６第３項において「特定期間」と

いう。）に行われたときに限り、第８１条

第１項の規定にかかわらず、軽自動車税の

環境性能割を課さない。 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特

例） 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特

例） 

第２０条の２の２ （略） 第２０条の２ （略） 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例） （軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

第２０条の６ （略） 第２０条の６ （略） 

２ （略） ２ （略） 
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３ 自家用の三輪以上の軽自動車であって乗

用のものに対する第８２条の４（第２号に

係る部分に限る。）及び前項の規定の適用

については、当該軽自動車の取得が特定期

間に行われたときに限り、これらの規定中

「１００分の２」とあるのは、「１００分

の１」とする。 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） （軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第２１条 法附則第３０条第１項に規定する

三輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車

が最初の法第４４４条第３項に規定する車

両番号の指定（次項から第８項までにおい

て「初回車両番号指定」という。）を受け

た月から起算して１４年を経過した月の属

する年度以後の年度分の軽自動車税の種別

割に係る第８３条の規定の適用について

は、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条

の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２１条 法附則第３０条第１項に規定する

三輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車

が最初の法第４４４条第３項に規定する車

両番号の指定（次項から第４項までにおい

て「初回車両番号指定」という。）を受け

た月から起算して１４年を経過した月の属

する年度以後の年度分の軽自動車税の種別

割に係る第８３条の規定の適用について

は、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条

の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

（表略） （表略） 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号

に掲げる三輪以上の軽自動車に対する第

８３条の規定の適用については、当該軽自

動車が令和２年４月１日から令和３年３月

３１日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には令和３年度分の軽自動車税の種

別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句とする。 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号

に掲げる三輪以上の軽自動車に対する第

８３条の規定の適用については、当該軽自

動車が令和４年４月１日から令和８年３月

３１日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には、当該初回車両番号指定を受け

た日の属する年度の翌年度分の軽自動車税

の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同

条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

（表略） （表略） 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号

に掲げる法第４４６条第１項第３号に規定
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するガソリン軽自動車（以下この条におい

て「ガソリン軽自動車」という。）のうち

三輪以上のものに対する第８３条の規定の

適用については、当該ガソリン軽自動車が

令和２年４月１日から令和３年３月３１日

までの間に初回車両番号指定を受けた場合

には令和３年度分の軽自動車税の種別割に

限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の右欄に掲げる字句とする。 

第2号ア(ｲ) 3,900円 2,000円

第2号ア(ｳ)あ 6,900円 3,500円

10,800円 5,400円

第2号ア(ｳ)い 3,800円 1,900円

5,000円 2,500円

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号

に掲げるガソリン軽自動車のうち三輪以上

のもの（前項の規定の適用を受けるものを

除く。）に対する第８３条の規定の適用に

ついては、当該ガソリン軽自動車が令和２

年４月１日から令和３年３月３１日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には令

和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、

次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 

第2号ア(ｲ) 3,900円 3,000円

第2号ア(ｳ)あ 6,900円 5,200円

10,800円 8,100円

第2号ア(ｳ)い 3,800円 2,900円

5,000円 3,800円

５ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号

に掲げる三輪以上の軽自動車のうち、自家

用の乗用のものに対する第８３条の規定の

適用については、当該軽自動車が令和３年

４月１日から令和４年３月３１日までの間
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に初回車両番号指定を受けた場合には令和

４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当

該軽自動車が令和４年４月１日から令和５

年３月３１日までの間に初回車両番号指定

を受けた場合には令和５年度分の軽自動車

税の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲

げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。 

６ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号

に掲げる三輪以上の軽自動車（自家用の乗

用のものを除く。）に対する第８３条の規

定の適用については、当該軽自動車が令和

３年４月１日から令和４年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には

令和４年度分の軽自動車税の種別割に限

り、当該軽自動車が令和４年４月１日から

令和５年３月３１日までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には令和５年度分の軽

自動車税の種別割に限り、第２項の表の左

欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

７ 法附則第３０条第７項の規定の適用を受

ける三輪以上のガソリン軽自動車（営業用

の乗用のものに限る。）に対する第８３条

の規定の適用については、当該ガソリン軽

自動車が令和３年４月１日から令和４年３

月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和４年度分の軽自動車税の

種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令

和４年４月１日から令和５年３月３１日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合に

３ 法附則第３０条第３項の規定の適用を受

ける三輪以上の法第４４６条第１項第３号

に規定するガソリン軽自動車（以下この項

及び次項において「ガソリン軽自動車」と

いう。）（営業用の乗用のものに限る。）

に対する第８３条の規定の適用について

は、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月

１日から令和８年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には、当該初

回車両番号指定を受けた日の属する年度の
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は令和５年度分の軽自動車税の種別割に限

り、第３項の表の左欄に掲げる同条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 

翌年度分の軽自動車税の種別割に限り、同

条第２号ア(ｲ)中「３，９００円」とあるの

は「２，０００円」と、同号ア(ｳ)あ中

「６，９００円」とあるのは「３，５００

円」とする。 

８ 法附則第３０条第８項の規定の適用を受

ける三輪以上のガソリン軽自動車（前項の

規定の適用を受けるものを除き、営業用の

乗用のものに限る。）に対する第８３条の

規定の適用については、当該ガソリン軽自

動車が令和３年４月１日から令和４年３月

３１日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には令和４年度分の軽自動車税の種

別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和

４年４月１日から令和５年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には

令和５年度分の軽自動車税の種別割に限

り、第４項の表の左欄に掲げる同条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 

４ 法附則第３０条第４項の規定の適用を受

ける三輪以上のガソリン軽自動車（前項の

規定の適用を受けるものを除き、営業用の

乗用のものに限る。）に対する第８３条の

規定の適用については、当該ガソリン軽自

動車が令和４年４月１日から令和７年３月

３１日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には、当該初回車両番号指定を受け

た日の属する年度の翌年度分の軽自動車税

の種別割に限り、同条第２号ア( ｲ )中

「３，９００円」とあるのは「３，０００

円」と、同号ア(ｳ)あ中「６，９００円」と

あるのは「５，２００円」とする。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第２１条の２ 市長は、軽自動車税の種別割

の賦課徴収に関し、三輪以上の軽自動車が

前条第２項から第８項までの規定の適用を

受ける三輪以上の軽自動車に該当するかど

うかの判断をするときは、国土交通大臣の

認定等（法附則第３０条の２第１項に規定

する国土交通大臣の認定等をいう。次項に

おいて同じ。）に基づき当該判断をするも

のとする。 

第２１条の２ 市長は、軽自動車税の種別割

の賦課徴収に関し、三輪以上の軽自動車が

前条第２項から第４項までの規定の適用を

受ける三輪以上の軽自動車に該当するかど

うかの判断をするときは、国土交通大臣の

認定等（法附則第３０条の２第１項に規定

する国土交通大臣の認定等をいう。次項に

おいて同じ。）に基づき当該判断をするも

のとする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲

渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税の

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲

渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税の
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課税の特例） 課税の特例） 

第２２条の２ 昭和６３年度から令和５年度

までの各年度分の個人の市民税に限り、所

得割の納税義務者が前年中に前条第１項に

規定する譲渡所得の基因となる土地等（租

税特別措置法第３１条第１項に規定する土

地等をいう。以下この条において同じ。）

の譲渡（同項に規定する譲渡をいう。以下

この条において同じ。）をした場合におい

て、当該譲渡が優良住宅地等のための譲渡

（法附則第３４条の２第１項に規定する優

良住宅地等のための譲渡をいう。）に該当

するときにおける前条第１項に規定する譲

渡所得（次条の規定の適用を受ける譲渡所

得を除く。次項において同じ。）に係る課

税長期譲渡所得金額に対して課する市民税

の所得割の額は、前条第１項の規定にかか

わらず、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める金額に相当する額と

する。 

第２２条の２ 昭和６３年度から令和８年度

までの各年度分の個人の市民税に限り、所

得割の納税義務者が前年中に前条第１項に

規定する譲渡所得の基因となる土地等（租

税特別措置法第３１条第１項に規定する土

地等をいう。以下この条において同じ。）

の譲渡（同項に規定する譲渡をいう。以下

この条において同じ。）をした場合におい

て、当該譲渡が優良住宅地等のための譲渡

（法附則第３４条の２第１項に規定する優

良住宅地等のための譲渡をいう。）に該当

するときにおける前条第１項に規定する譲

渡所得（次条の規定の適用を受ける譲渡所

得を除く。次項において同じ。）に係る課

税長期譲渡所得金額に対して課する市民税

の所得割の額は、前条第１項の規定にかか

わらず、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める金額に相当する額と

する。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

２ 前項の規定は、昭和６３年度から令和５

年度までの各年度分の個人の市民税に限

り、所得割の納税義務者が前年中に前条第

１項に規定する譲渡所得の基因となる土地

等の譲渡をした場合において、当該譲渡が

確定優良住宅地等予定地のための譲渡（法

附則第３４条の２第５項に規定する確定優

良住宅地等予定地のための譲渡をいう。以

下この項において同じ。）に該当するとき

における前条第１項に規定する譲渡所得に

係る課税長期譲渡所得金額に対して課する

市民税の所得割について準用する。この場

２ 前項の規定は、昭和６３年度から令和８

年度までの各年度分の個人の市民税に限

り、所得割の納税義務者が前年中に前条第

１項に規定する譲渡所得の基因となる土地

等の譲渡をした場合において、当該譲渡が

確定優良住宅地等予定地のための譲渡（法

附則第３４条の２第５項に規定する確定優

良住宅地等予定地のための譲渡をいう。以

下この項において同じ。）に該当するとき

における前条第１項に規定する譲渡所得に

係る課税長期譲渡所得金額に対して課する

市民税の所得割について準用する。この場
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合において、当該譲渡が法附則第３４条の

２第１０項の規定に該当することとなると

きは、当該譲渡は確定優良住宅地等予定地

のための譲渡ではなかったものとみなす。 

合において、当該譲渡が法附則第３４条の

２第１０項の規定に該当することとなると

きは、当該譲渡は確定優良住宅地等予定地

のための譲渡ではなかったものとみなす。 

３ （略） ３ （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

第２条 浜松市税条例の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（種別割の税率） （種別割の税率） 

第８３条 次の各号に掲げる軽自動車等に対

して課する種別割の税率は、１台について、

それぞれ当該各号に定める額とする。 

第８３条 次の各号に掲げる軽自動車等に対

して課する種別割の税率は、１台について、

それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 原動機付自転車 (1) 原動機付自転車 

ア～ウ （略） ア～ウ （略） 

エ 三輪以上のもの（車室を備えず、かつ、

輪距（２以上の輪距を有するものにあっ

ては、その輪距のうち最大のもの）が

０．５メートル以下であるもの及び側面

が構造上開放されている車室を備え、か

つ、輪距が０．５メートル以下の三輪の

ものを除く。）で、総排気量が０．０２

リットルを超えるもの又は定格出力が

０．２５キロワットを超えるもの 年額

  ３，７００円 

エ 三輪以上のもの（車室を備えず、かつ、

輪距（２以上の輪距を有するものにあっ

ては、その輪距のうち最大のもの）が

０．５メートル以下であるもの、側面が

構造上開放されている車室を備え、か

つ、輪距が０．５メートル以下の三輪の

もの及び道路運送車両の保安基準（昭和

２６年運輸省令第６７号）第１条第１項

第１３号の６に規定する特定小型原動

機付自転車を除く。）で、総排気量が

０．０２リットルを超えるもの又は定格

出力が０．２５キロワットを超えるもの

 年額 ３，７００円 

(2)・(3) （略） (2)・(3) （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

第３条 浜松市税条例の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（配当割額又は株式等譲渡所得割額の控 （配当割額又は株式等譲渡所得割額の控
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除） 除） 

第３４条の８ （略） 第３４条の８ （略） 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同

項の所得割の額から控除することができな

かった金額があるときは、当該控除するこ

とができなかった金額は、令第４８条の９

の３から第４８条の９の６までに定めると

ころにより、同項の納税義務者に対してそ

の控除することができなかった金額を還付

し、又は当該納税義務者の同項の確定申告

書に係る年の末日の属する年度の翌年度分

の個人の県民税若しくは市民税に充当し、

若しくは当該納税義務者の未納に係る徴収

金に充当する。 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同

項の所得割の額から控除することができな

かった金額があるときは、当該控除するこ

とができなかった金額は、令第４８条の９

の３から第４８条の９の６までに定めると

ころにより、同項の納税義務者に対してそ

の控除することができなかった金額を還付

し、又は当該控除することができなかった

金額のうち法第３１４条の９第２項後段に

規定する還付をすべき金額により当該納税

義務者の前項の確定申告書に係る年の末日

の属する年度の翌年度分の個人の県民税、

個人の市民税若しくは森林環境税を納付

し、若しくは納入し、若しくは当該納税義

務者の未納に係る徴収金を納付し、若しく

は納入する。 

３ （略） ３ （略） 

（個人の市民税の徴収方法） （個人の市民税の徴収方法等） 

第３８条 個人の市民税の徴収については、

第４４条、第４７条の２第１項、第４７条

の５又は第５３条の５の規定によって特別

徴収の方法による場合を除くほか、普通徴

収の方法によって徴収する。 

第３８条 個人の市民税の徴収については、

第４４条、第４７条の２第１項、第４７条

の５又は第５３条の５の規定により特別徴

収の方法による場合を除くほか、普通徴収

の方法により徴収する。 

２ （略） ２ （略） 

 ３ 森林環境税は、当該個人の市民税の均等

割を賦課し、及び徴収する場合に併せて賦

課し、及び徴収する。 

（給与所得に係る個人の市民税の特別徴

収） 

（給与所得に係る個人の市民税の特別徴

収） 

第４４条 個人の市民税の納税義務者が当該 第４４条 個人の市民税の納税義務者が当該
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年度の初日の属する年の前年中において給

与の支払を受けた者であり、かつ、同日に

おいて給与の支払を受けている者（次の各

号に掲げる者のうち特別徴収の方法によっ

て徴収することが著しく困難であると認め

られるものを除く。以下この条において「給

与所得者」という。）である場合において

は、当該納税義務者の前年中の給与所得に

係る所得割額及び均等割額の合算額を特別

徴収の方法によって徴収する。 

年度の初日の属する年の前年中において給

与の支払を受けた者であり、かつ、同日に

おいて給与の支払を受けている者（次の各

号に掲げる者のうち特別徴収の方法により

徴収することが著しく困難であると認めら

れるものを除く。以下この条において「給

与所得者」という。）である場合には、当

該納税義務者の前年中の給与所得に係る所

得割額及び均等割額（これと併せて賦課徴

収を行う森林環境税額を含む。次項及び第

５項、第４７条の２並びに第４７条の５に

おいて同じ。）の合算額を特別徴収の方法

により徴収する。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

２ 前項の納税義務者について、当該納税義

務者の前年中の所得に給与所得以外の所得

がある場合においては、当該給与所得以外

の所得に係る所得割額を同項の規定によっ

て特別徴収の方法によって徴収すべき給与

所得に係る所得割額及び均等割額の合算額

に加算して特別徴収の方法によって徴収す

る。ただし、第３６条の２第１項の申告書

に給与所得以外の所得に係る所得割額を普

通徴収の方法によって徴収されたい旨の記

載があるときは、この限りでない。 

２ 前項の納税義務者について、当該納税義

務者の前年中の所得に給与所得以外の所得

がある場合には、当該給与所得以外の所得

に係る所得割額を同項の規定により特別徴

収の方法により徴収すべき給与所得に係る

所得割額及び均等割額の合算額に加算して

特別徴収の方法により徴収する。ただし、

第３６条の２第１項の申告書に給与所得以

外の所得に係る所得割額を普通徴収の方法

により徴収されたい旨の記載があるとき

は、この限りでない。 

３ 前項本文の規定によって給与所得者の給

与所得以外の所得に係る所得割額を特別徴

収の方法によって徴収することとなった後

において、当該給与所得者について給与所

得以外の所得に係る所得割額の全部又は一

部を特別徴収の方法によって徴収すること

が適当でないと認められる特別の事情が生

じたため当該給与所得者から給与所得以外

３ 前項本文の規定により給与所得者の給与

所得以外の所得に係る所得割額を特別徴収

の方法により徴収することとなった後にお

いて、当該給与所得者について給与所得以

外の所得に係る所得割額の全部又は一部を

特別徴収の方法により徴収することが適当

でないと認められる特別の事情が生じたた

め当該給与所得者から給与所得以外の所得
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の所得に係る所得割額の全部又は一部を普

通徴収の方法により徴収することとされた

い旨の申出があった場合でその事情がやむ

を得ないと認められるときは、市長は、当

該特別徴収の方法によって徴収すべき給与

所得以外の所得に係る所得割額でまだ特別

徴収により徴収していない額の全部又は一

部を普通徴収の方法により徴収するものと

する。 

に係る所得割額の全部又は一部を普通徴収

の方法により徴収することとされたい旨の

申出があった場合でその事情がやむを得な

いと認められるときは、市長は、当該特別

徴収の方法により徴収すべき給与所得以外

の所得に係る所得割額でまだ特別徴収によ

り徴収していない額の全部又は一部を普通

徴収の方法により徴収するものとする。 

４ （略） ４ （略） 

５ 納税義務者である給与所得者に対し給与

の支払をする者に当該年度の初日の翌日か

ら翌年の４月３０日までの間において異動

を生じた場合において、当該給与所得者が

当該給与所得者に対して新たに給与の支払

をする者となった者（所得税法第１８３条

の規定によって給与の支払をする際所得税

を徴収して納付する義務がある者に限る。

以下この項において同じ。）を通じて、当

該異動によって従前の給与の支払をする者

から給与の支払を受けなくなった日の属す

る月の翌月の１０日（その支払を受けなく

なった日が翌年の４月中である場合には、

同月３０日）までに、第１項の規定により

特別徴収の方法によって徴収されるべき前

年中の給与所得に係る所得割額及び均等割

額の合算額（既に特別徴収の方法によって

徴収された金額があるときは、当該金額を

控除した金額）を特別徴収の方法によって

徴収されたい旨の申出をしたときは、当該

合算額を特別徴収の方法によって徴収する

ものとする。ただし、当該申出が翌年の４

月中にあった場合において、特別徴収の方

５ 納税義務者である給与所得者に対し給与

の支払をする者に当該年度の初日の翌日か

ら翌年の４月３０日までの間において異動

を生じた場合において、当該給与所得者が

当該給与所得者に対して新たに給与の支払

をする者となった者（所得税法第１８３条

の規定により給与の支払をする際所得税を

徴収して納付する義務がある者に限る。以

下この項において同じ。）を通じて、当該

異動により従前の給与の支払をする者から

給与の支払を受けなくなった日の属する月

の翌月の１０日（その支払を受けなくなっ

た日が翌年の４月中である場合には、同月

３０日）までに、第１項の規定により特別

徴収の方法により徴収されるべき前年中の

給与所得に係る所得割額及び均等割額の合

算額（既に特別徴収の方法により徴収され

た金額があるときは、当該金額を控除した

金額）を特別徴収の方法により徴収された

い旨の申出をしたときは、当該合算額を特

別徴収の方法により徴収するものとする。

ただし、当該申出が翌年の４月中にあった

場合において、特別徴収の方法により徴収
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法によって徴収することが困難であると市

長が認めるときは、この限りでない。 

することが困難であると市長が認めるとき

は、この限りでない。 

６ 特別徴収の方法によって個人の市民税を

徴収される納税義務者が当該年度の初日の

属する年の６月１日から１２月３１日まで

の間において給与の支払を受けないことと

なり、かつ、その事由が発生した日の属す

る月の翌月以降の月割額を特別徴収の方法

によって徴収されたい旨の当該納税義務者

からの申出があった場合及び当該納税義務

者が翌年の１月１日から４月３０日までの

間において給与の支払を受けないこととな

った場合には、その者に対してその年の５

月３１日までの間に支払われるべき給与又

は退職手当等で当該月割額の全額に相当す

る金額を超えるものがあるときに限り、当

該月割額の全額（同日までに当該給与又は

退職手当等の全部又は一部の支払がされな

いこととなったときにあっては、同日まで

に支払われた当該給与又は退職手当等の額

から徴収することができる額）を特別徴収

の方法によって徴収する。 

６ 特別徴収の方法により個人の市民税を徴

収される納税義務者が当該年度の初日の属

する年の６月１日から１２月３１日までの

間において給与の支払を受けないこととな

り、かつ、その事由が発生した日の属する

月の翌月以降の月割額を特別徴収の方法に

より徴収されたい旨の当該納税義務者から

の申出があった場合及び当該納税義務者が

翌年の１月１日から４月３０日までの間に

おいて給与の支払を受けないこととなった

場合には、その者に対してその年の５月

３１日までの間に支払われるべき給与又は

退職手当等で当該月割額の全額に相当する

金額を超えるものがあるときに限り、当該

月割額の全額（同日までに当該給与又は退

職手当等の全部又は一部の支払がされない

こととなったときにあっては、同日までに

支払われた当該給与又は退職手当等の額か

ら徴収することができる額）を特別徴収の

方法により徴収する。 

（給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収

税額への繰入れ） 

（給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収

税額への繰入れ） 

第４７条 個人の市民税の納税者が給与の支

払を受けなくなったこと等により給与所得

に係る特別徴収税額を特別徴収の方法によ

って徴収されないこととなった場合におい

ては、特別徴収の方法によって徴収されな

いこととなった金額に相当する税額は、特

別徴収の方法によって徴収されないことと

なった日以後において到来する第４０条第

１項の納期がある場合においては、そのそ

第４７条 個人の市民税の納税者が給与の支

払を受けなくなったこと等により給与所得

に係る特別徴収税額を特別徴収の方法によ

り徴収されないこととなった場合には、特

別徴収の方法により徴収されないこととな

った金額に相当する税額は、特別徴収の方

法により徴収されないこととなった日以後

において到来する第４０条第１項の納期が

ある場合には、そのそれぞれの納期におい

-32-



れぞれの納期において、その日以後に到来

する同項の納期がない場合においては直ち

に、普通徴収の方法によって徴収するもの

とする。 

て、その日以後に到来する同項の納期がな

い場合には直ちに、普通徴収の方法により

徴収するものとする。 

２ 法第３２１条の６第１項の通知によって

変更された給与所得に係る特別徴収税額に

係る個人の市民税の納税者について、既に

特別徴収義務者から市に納入された給与所

得に係る特別徴収税額が当該納税者から徴

収すべき給与所得に係る特別徴収税額を超

える場合（徴収すべき給与所得に係る特別

徴収税額がない場合を含む。）において当

該納税者の未納に係る徴収金があるとき

は、当該過納又は誤納に係る税額は、法第

１７条の２の規定によって当該納税者の未

納に係る徴収金に充当する。 

２ 法第３２１条の６第１項の通知により変

更された給与所得に係る特別徴収税額に係

る個人の市民税の納税者について、既に特

別徴収義務者から市に納入された給与所得

に係る特別徴収税額が当該納税者から徴収

すべき給与所得に係る特別徴収税額を超え

る場合（徴収すべき給与所得に係る特別徴

収税額がない場合を含む。）において当該

納税者の未納に係る徴収金があるときは、

当該過納又は誤納に係る税額は、法第１７

条の２の２第１項第２号に規定する市町村

徴収金関係過誤納金とみなして、同条第３

項、第６項及び第７項の規定を適用するこ

とができるものとし、当該市町村徴収金関

係過誤納金により当該納税者の未納に係る

徴収金を納付し、又は納入することを委託

したものとみなす。 

（公的年金等に係る所得に係る個人の市民

税の特別徴収） 

（公的年金等に係る所得に係る個人の市民

税の特別徴収） 

第４７条の２ 個人の市民税の納税義務者が

当該年度の初日の属する年の前年中におい

て公的年金等の支払を受けた者であり、か

つ、同日において老齢等年金給付（法第

３２１条の７の２第１項の老齢等年金給付

をいう。以下この節において同じ。）の支

払を受けている年齢６５歳以上の者（特別

徴収の方法によって徴収することが著しく

困難であると認められるものとして次に掲

げるものを除く。以下この節において「特

第４７条の２ 個人の市民税の納税義務者が

当該年度の初日の属する年の前年中におい

て公的年金等の支払を受けた者であり、か

つ、同日において老齢等年金給付（法第

３２１条の７の２第１項の老齢等年金給付

をいう。以下この節において同じ。）の支

払を受けている年齢６５歳以上の者（特別

徴収の方法により徴収することが著しく困

難であると認められるものとして次に掲げ

るものを除く。以下この節において「特別
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別徴収対象年金所得者」という。）である

場合においては、当該納税義務者の前年中

の公的年金等に係る所得に係る所得割額及

び均等割額の合算額（当該納税義務者に係

る均等割額を第４４条第１項の規定により

特別徴収の方法によって徴収する場合にお

いては、公的年金等に係る所得に係る所得

割額。以下この条及び第４７条の５におい

て同じ。）の２分の１に相当する額（以下

この節において「年金所得に係る特別徴収

税額」という。）を当該年度の初日の属す

る年の１０月１日から翌年の３月３１日ま

での間に支払われる老齢等年金給付から当

該老齢等年金給付の支払の際に特別徴収の

方法によって徴収する。 

徴収対象年金所得者」という。）である場

合には、当該納税義務者の前年中の公的年

金等に係る所得に係る所得割額及び均等割

額の合算額（当該納税義務者に係る均等割

額を第４４条第１項の規定により特別徴収

の方法により徴収する場合には、公的年金

等に係る所得に係る所得割額。以下この条

及び第４７条の５において同じ。）の２分

の１に相当する額（以下この節において「年

金所得に係る特別徴収税額」という。）を

当該年度の初日の属する年の１０月１日か

ら翌年の３月３１日までの間に支払われる

老齢等年金給付から当該老齢等年金給付の

支払の際に特別徴収の方法により徴収す

る。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 特別徴収の方法によって徴収すること

とした場合には当該年度において当該老

齢等年金給付の支払を受けないこととな

ると認められる者 

(2) 特別徴収の方法により徴収することと

した場合には当該年度において当該老齢

等年金給付の支払を受けないこととなる

と認められる者 

２ 前項の特別徴収対象年金所得者に対して

課する個人の市民税のうち当該特別徴収対

象年金所得者の前年中の公的年金等に係る

所得に係る所得割額及び均等割額の合算額

から年金所得に係る特別徴収税額を控除し

た額を第４０条第１項の納期のうち当該年

度の初日からその日の属する年の９月３０

日までの間に到来するものにおいて普通徴

収の方法によって徴収する。 

２ 前項の特別徴収対象年金所得者に対して

課する個人の市民税のうち当該特別徴収対

象年金所得者の前年中の公的年金等に係る

所得に係る所得割額及び均等割額の合算額

から年金所得に係る特別徴収税額を控除し

た額を第４０条第１項の納期のうち当該年

度の初日からその日の属する年の９月３０

日までの間に到来するものにおいて普通徴

収の方法により徴収する。 

（年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴

収税額への繰入れ） 

（年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴

収税額への繰入れ） 

第４７条の６ 法第３２１条の７の７第１項

又は第３項（これらの規定を法第３２１条

第４７条の６ 法第３２１条の７の７第１項

又は第３項（これらの規定を法第３２１条
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の７の８第３項において読み替えて準用す

る場合を含む。）の規定により特別徴収の

方法によって徴収されないこととなった金

額に相当する税額は、その特別徴収の方法

によって徴収されないこととなった日以後

において到来する第４０条第１項の納期が

ある場合においてはそのそれぞれの納期に

おいて、その日以後に到来する同項の納期

がない場合においては直ちに、普通徴収の

方法によって徴収するものとする。 

の７の８第３項において読み替えて準用す

る場合を含む。）の規定により特別徴収の

方法により徴収されないこととなった金額

に相当する税額は、その特別徴収の方法に

より徴収されないこととなった日以後にお

いて到来する第４０条第１項の納期がある

場合にはそのそれぞれの納期において、そ

の日以後に到来する同項の納期がない場合

には直ちに、普通徴収の方法により徴収す

るものとする。 

２ 法第３２１条の７の７第３項（法第

３２１条の７の８第３項において読み替え

て準用する場合を含む。）の規定により年

金所得に係る特別徴収税額又は年金所得に

係る仮特別徴収税額を特別徴収の方法によ

って徴収されないこととなった特別徴収対

象年金所得者について、既に特別徴収義務

者から市に納入された年金所得に係る特別

徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税

額が当該特別徴収対象年金所得者から徴収

すべき年金所得に係る特別徴収税額又は年

金所得に係る仮特別徴収税額を超える場合

（徴収すべき年金所得に係る特別徴収税額

又は年金所得に係る仮特別徴収税額がない

場合を含む。）において当該特別徴収対象

年金所得者の未納に係る徴収金があるとき

は、当該過納又は誤納に係る税額は、法第

１７条の２の規定によって当該特別徴収対

象年金所得者の未納に係る徴収金に充当す

る。 

２ 法第３２１条の７の７第３項（法第

３２１条の７の８第３項において読み替え

て準用する場合を含む。）の規定により年

金所得に係る特別徴収税額又は年金所得に

係る仮特別徴収税額を特別徴収の方法によ

り徴収されないこととなった特別徴収対象

年金所得者について、既に特別徴収義務者

から市に納入された年金所得に係る特別徴

収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税額

が当該特別徴収対象年金所得者から徴収す

べき年金所得に係る特別徴収税額又は年金

所得に係る仮特別徴収税額を超える場合

（徴収すべき年金所得に係る特別徴収税額

又は年金所得に係る仮特別徴収税額がない

場合を含む。）において当該特別徴収対象

年金所得者の未納に係る徴収金があるとき

は、当該過納又は誤納に係る税額は、法第

１７条の２の２第１項第２号に規定する市

町村徴収金関係過誤納金とみなして、同条

第３項、第６項及び第７項の規定を適用す

ることができるものとし、当該市町村徴収

金関係過誤納金により当該特別徴収対象年

金所得者の未納に係る徴収金を納付し、又
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は納入することを委託したものとみなす。 

附 則 附 則 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特

例） 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特

例） 

第２０条の２ （略） 第２０条の２ （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 前項の規定の適用がある場合における納

付すべき軽自動車税の環境性能割の額は、

同項の不足額に、これに１００分の１０の

割合を乗じて計算した金額を加算した金額

とする。 

４ 前項の規定の適用がある場合における納

付すべき軽自動車税の環境性能割の額は、

同項の不足額に、これに１００分の３５の

割合を乗じて計算した金額を加算した金額

とする。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第２１条の２ （略） 第２１条の２ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項の規定の適用がある場合における納

付すべき軽自動車税の種別割の額は、同項

の不足額に、これに１００分の１０の割合

を乗じて計算した金額を加算した金額とす

る。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納

付すべき軽自動車税の種別割の額は、同項

の不足額に、これに１００分の３５の割合

を乗じて計算した金額を加算した金額とす

る。 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

第４条 浜松市税条例の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親

族等申告書） 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親

族等申告書） 

第３６条の３の２ （略） 第３６条の３の２ （略） 

 ２ 前項の規定による申告書を給与支払者を

経由して提出する場合において、当該申告

書に記載すべき事項がその年の前年におい

て当該給与支払者を経由して提出した同項

の規定による申告書（その者が当該前年の

中途において次項の規定による申告書を当

該給与支払者を経由して提出した場合に
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は、当該前年の最後に提出した同項の規定

による申告書）に記載した事項と異動がな

いときは、給与所得者は、法第３１７条の

３の２第２項の規定に基づく総務省令で定

めるところにより、前項の規定により記載

すべき事項に代えて当該異動がない旨を記

載した同項の規定による申告書を提出する

ことができる。 

２ 前項の規定による申告書を提出した給与

所得者は、その年の中途において当該申告

書に記載した事項について異動を生じた場

合には、同項の給与支払者からその異動を

生じた日後最初に給与の支払を受ける日の

前日までに、法第３１７条の３の２第２項

の規定に基づく総務省令で定めるところに

より、その異動の内容その他同項に規定す

る総務省令で定める事項を記載した申告書

を、当該給与支払者を経由して、市長に提

出しなければならない。 

３ 第１項の規定による申告書を提出した給

与所得者は、その年の中途において当該申

告書に記載した事項について異動を生じた

場合には、同項の給与支払者からその異動

を生じた日後最初に給与の支払を受ける日

の前日までに、法第３１７条の３の２第３

項の規定に基づく総務省令で定めるところ

により、その異動の内容その他同項に規定

する総務省令で定める事項を記載した申告

書を、当該給与支払者を経由して、市長に

提出しなければならない。 

３ 前２項の場合において、これらの規定に

よる申告書がその提出の際に経由すべき給

与支払者に受理されたときは、その申告書

は、その受理された日に市長に提出された

ものとみなす。 

４ 第１項及び前項の場合において、これら

の規定による申告書がその提出の際に経由

すべき給与支払者に受理されたときは、そ

の申告書は、その受理された日に市長に提

出されたものとみなす。 

４ 給与所得者は、第１項及び第２項の規定

による申告書の提出の際に経由すべき給与

支払者が令第４８条の９の７の２において

準用する令第８条の２の２に規定する要件

を満たす場合には、法第３１７条の３の２

第４項の規定に基づく総務省令で定めると

ころにより、当該申告書の提出に代えて、

当該給与支払者に対し、当該申告書に記載

すべき事項を電磁的方法（同項に規定する

５ 給与所得者は、第１項及び第３項の規定

による申告書の提出の際に経由すべき給与

支払者が令第４８条の９の７の２において

準用する令第８条の２の２に規定する要件

を満たす場合には、法第３１７条の３の２

第５項の規定に基づく総務省令で定めると

ころにより、当該申告書の提出に代えて、

当該給与支払者に対し、当該申告書に記載

すべき事項を電磁的方法（同項に規定する
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電磁的方法をいう。次条第４項及び第５３

条の９第３項において同じ。）により提供

することができる。 

電磁的方法をいう。次条第４項及び第５３

条の９第３項において同じ。）により提供

することができる。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第

３項の規定の適用については、同項中「申

告書が」とあるのは「申告書に記載すべき

事項を」と、「給与支払者に受理されたと

き」とあるのは「給与支払者が提供を受け

たとき」と、「受理された日」とあるのは

「提供を受けた日」とする。 

６ 前項の規定の適用がある場合における第

４項の規定の適用については、同項中「申

告書が」とあるのは「申告書に記載すべき

事項を」と、「給与支払者に受理されたと

き」とあるのは「給与支払者が提供を受け

たとき」と、「受理された日」とあるのは

「提供を受けた日」とする。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

 (1) 第２条及び附則第４条第１項の規定 令和５年７月１日 

 (2) 第３条並びに次条第１項並びに附則第４条第３項及び第５項の規定 令和６年１月

１日 

 (3) 第４条及び次条第２項の規定 令和７年１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 第３条の規定による改正後の浜松市税条例（以下「６年新条例」という。）の規定

中個人の市民税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用

し、令和５年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 第４条の規定による改正後の浜松市税条例第３６条の３の２第２項の規定は、令和７

年１月１日以後に支払を受けるべき浜松市税条例第３６条の３の２第１項に規定する給

与（以下この項において「給与」という。）について提出する同条第１項の規定による申

告書について適用し、同日前に支払を受けるべき給与について提出した同項の規定によ

る申告書については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 次項に定めるものを除き、第１条の規定による改正後の浜松市税条例（以下「新

条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、令和５年度以後の年度分の固定資

産税について適用し、令和４年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 
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２ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの期間（以下この項において「適用期

間」という。）内に地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）第２条の規

定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第６４条に規定する中小

事業者等（以下この項において「中小事業者等」という。）が取得（同条に規定する取得

をいう。以下この項において同じ。）をした同条に規定する特例対象資産（以下この項に

おいて「特例対象資産」という。）（中小事業者等が、同条に規定するリース取引（以下

この項において「リース取引」という。）に係る契約により特例対象資産を引き渡して使

用させる事業を行う者が適用期間内に取得をした同条に規定する先端設備等に該当する

特例対象資産を、適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における当該特例

対象資産を含む。）に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 第２条の規定による改正後の浜松市税条例の規定は、令和６年度以後の年度分の

軽自動車税の種別割について適用し、令和５年度分までの軽自動車税の種別割について

は、なお従前の例による。 

２ 令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間に取得された第１条の規定に

よる改正前の浜松市税条例附則第２０条の２及び附則第２０条の６第３項に規定する三

輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例に

よる。 

３ ６年新条例附則第２０条の２第４項の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定の施行

の日以後に取得された三輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の環境性能割に

ついて適用し、同日前に取得された三輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環

境性能割については、なお従前の例による。 

４ 新条例附則第２１条の規定は、令和５年度以後の年度分の軽自動車税の種別割につい

て適用し、令和４年度分までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 

５ ６年新条例附則第２１条の２第３項の規定は、令和６年度以後の年度分の軽自動車税

の種別割について適用し、令和５年度分までの軽自動車税の種別割については、なお従

前の例による。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第５条 新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和５年度以後の年度分の都市計画

税について適用し、令和４年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 
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第   81 号 議  案   

令和 5年 6月 9日提 出   

浜松市手数料条例の一部改正について 

浜松市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市手数料条例の一部を改正する条例 

 浜松市手数料条例（平成１２年浜松市条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

 （略） 

土

木

・

建

築

(1)～(19) （略） 

(20)～(28) （略） 

(29)～(86) （略） 

(87) 建築物エネルギー消費

性能確保計画に係る建築物

エネルギー消費性能適合性

判定 

 次に掲げる金額の合計額。

ただし、工場等（工場、畜舎、

自動車車庫、自転車駐車場、

倉庫、観覧場、卸売市場、火

葬場その他エネルギーの使

用の状況に関してこれらに

類するものをいう。以下第89

号までにおいて同じ。）の部

分及びその他の非住宅部分

を有する建築物にあっては、

当該合計額と、当該工場等の

部分を当該その他の非住宅

部分とみなして算定した金

額のいずれか低い金額とす

る。 

ア 住宅及び工場等以外の

建築物又はその部分（エに

規定する建築物及びモデ

ル建物法により評価を行

ったものを除く。）の床面

積（その増築又は改築（以

下第89号までにおいて「増

築等」という。）の場合に

おいて、当該増築等の部分

以外の非住宅部分の一次

エネルギー消費量を基準

一次エネルギー消費量で

除して得た値（以下「BEI

値」という。）を1.1以上

としているときにあって

は、当該増築等の部分の床

面積）の合計が 

(ｱ)～(ｷ) （略） 

 （略） 

土

木

・

建

築

(1)～(19) （略）  

(20) 建築物の延べ面積の特

例認定の申請 

27,000

(21)～(29) （略） 

(30) 高度地区における建築

物の高さの特例許可の申請 

160,000

(31)～(88) （略） 

(89) 建築物エネルギー消費

性能確保計画に係る建築物

エネルギー消費性能適合性

判定 

 次に掲げる金額の合計額。

ただし、工場等（工場、畜舎、

自動車車庫、自転車駐車場、

倉庫、観覧場、卸売市場、火

葬場その他エネルギーの使

用の状況に関してこれらに

類するものをいう。以下第91

号までにおいて同じ。）の部

分及びその他の非住宅部分

を有する建築物にあっては、

当該合計額と、当該工場等の

部分を当該その他の非住宅

部分とみなして算定した金

額のいずれか低い金額とす

る。 

ア 住宅及び工場等以外の

建築物又はその部分（エに

規定する建築物及びモデ

ル建物法により評価を行

ったものを除く。）の床面

積（その増築又は改築（以

下第91号までにおいて「増

築等」という。）の場合に

おいて、当該増築等の部分

以外の非住宅部分の一次

エネルギー消費量を基準

一次エネルギー消費量で

除して得た値（以下「BEI

値」という。）を1.1以上

としているときにあって

は、当該増築等の部分の床

面積）の合計が 

(ｱ)～(ｷ) （略） 
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イ～エ （略） 

(88)～(93) （略） 

(94) 建築物エネルギー消費

性能向上計画変更認定の申

請(他の建築物を新たに記載

する変更が含まれる場合に

限る。) 

次に掲げる金額の合計額 

ア 当該計画において新た

に記載する他の建築物に

つき、第90号に掲げる区分

に応じ、それぞれ当該手数

料の金額に相当する金額 

イ （略） 

(95)～(106) （略） 

 （略） 

イ～エ （略） 

(90)～(95) （略） 

(96) 建築物エネルギー消費

性能向上計画変更認定の申

請(他の建築物を新たに記載

する変更が含まれる場合に

限る。) 

次に掲げる金額の合計額 

ア 当該計画において新た

に記載する他の建築物に

つき、第92号に掲げる区分

に応じ、それぞれ当該手数

料の金額に相当する金額 

イ （略） 

(97)～(108) （略） 

（略） 

備考 （略） 備考 （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日の翌日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表土木・建築の項の規定は、この条例の施行の日以後にされる申請に係る

手数料について適用し、同日前にされた申請に係る手数料については、なお従前の例に

よる。 

 （浜松市手数料条例の一部を改正する条例の一部改正） 

３ 浜松市手数料条例の一部を改正する条例（令和４年浜松市条例第８号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条の表中  

「

土

木

・

建

築

(1)～(105) （略）  

(106) マンション管理計画の

認定又は認定の更新の申請

（マンションの管理の適正

化の推進に関する法律第5条

の4各号（同法第5条の6第2

項において準用する場合を

含む。）に掲げる基準に適合

していることを確認するこ

とができる書面（市長が別に

定めるものに限る。）を添付

する場合を除く。） 

土

木

・

建

築

(1)～(105) （略）  

(106) マンション管理計画の

認定又は認定の更新の申請 

 を 

    」 
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「

土

木

・

建

築

(1)～(107) （略）  

(108) マンション管理計画の

認定又は認定の更新の申請

（マンションの管理の適正

化の推進に関する法律第5条

の4各号（同法第5条の6第2

項において準用する場合を

含む。）に掲げる基準に適合

していることを確認するこ

とができる書面（市長が別に

定めるものに限る。）を添付

する場合を除く。） 

土

木

・

建

築

(1)～(107) （略）  

(108) マンション管理計画の

認定又は認定の更新の申請 

 に 

    」 

改める。 

４ 浜松市手数料条例の一部を改正する条例の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

附 則 附 則 

３ 第２条の規定による改正後の浜松市手数

料条例別表土木・建築の項第１０６号の規定

は、附則第１項ただし書に規定する規定の施

行の日以後にされる申請に係る手数料につ

いて適用し、同日前にされた申請に係る手数

料については、なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の浜松市手数

料条例別表土木・建築の項第１０８号の規定

は、附則第１項ただし書に規定する規定の施

行の日以後にされる申請に係る手数料につ

いて適用し、同日前にされた申請に係る手数

料については、なお従前の例による。 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 
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第   82 号 議  案   

令和 5年 6月 9日提 出   

浜松市介護保険条例等の一部改正について 

浜松市介護保険条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市介護保険条例等の一部を改正する条例 

（浜松市介護保険条例の一部改正） 

第１条 浜松市介護保険条例（平成１２年浜松市条例第５４号）の一部を次のように改正

する。 

改正前 改正後 

（普通徴収に係る納期） （普通徴収に係る納期） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

 ２ 市長は、特別の事情がある場合において

は、前項の納期と異なる納期を定めることが

できる。 

２・３ （略） ３・４ （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

（浜松市介護保険条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 浜松市介護保険条例の一部を改正する条例（令和２年浜松市条例第３４号）の一

部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

附 則 附 則 

３ 新条例附則第３条の規定は、令和元年度分

から令和４年度分までの保険料（令和２年２

月１日から令和５年３月３１日までの間に

納期限が到来するものに限る。）について適

用する。 

３ 新条例附則第３条の規定は、令和元年度分

から令和４年度分までの保険料（令和２年２

月１日から令和５年５月３１日までの間に

納期限が到来するものに限る。）について適

用する。 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （浜松市国民健康保険条例の一部改正） 

第３条 浜松市国民健康保険条例（昭和３４年浜松市条例第２５号）の一部を次のように

改正する。 

改正前 改正後 

（普通徴収に係る保険料の納期）  （普通徴収に係る保険料の納期） 

第１６条 （略） 第１６条 （略） 

２ 市長は、特別の事情がある場合において

は、前項の納期と異なる納期を定めることが

できる。 
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２ （略） ３ （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

（浜松市国民健康保険条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第４条 浜松市国民健康保険条例の一部を改正する条例（令和２年浜松市条例第３５号）

の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

附 則 附 則 

３ 改正後の附則第９項の規定は、令和元年度

分から令和４年度分までの保険料（令和２年

２月１日から令和５年３月３１日までの間

に納期限が到来するものに限る。）について

適用する。 

３ 改正後の附則第９項の規定は、令和元年度

分から令和４年度分までの保険料（令和２年

２月１日から令和５年５月３１日までの間

に納期限が到来するものに限る。）について

適用する。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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第   83 号 議  案   

令和 5年 6月 9日提 出   

浜松市旅館業法施行条例及び浜松市公衆浴場法施行条例の一部改正について 

浜松市旅館業法施行条例及び浜松市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市旅館業法施行条例及び浜松市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条

例 

 （浜松市旅館業法施行条例の一部改正） 

第１条 浜松市旅館業法施行条例（平成２４年浜松市条例第７３号）の一部を次のように

改正する。 

改正前 改正後 

（営業者の講じるべき措置の基準） （営業者の講じるべき措置の基準） 

第６条 法第４条第２項の規定により条例で

定める同条第１項に規定する措置の基準

は、次のとおりとする。 

第６条 法第４条第２項の規定により条例で

定める同条第１項に規定する措置の基準

は、次のとおりとする。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 共同浴室を使用する場合にあっては、

次に掲げる措置を講じること。 

(5) 共同浴室を使用する場合にあっては、

次に掲げる措置を講じること。 

ア １０歳以上の男女を混浴させないこ

と。ただし、衣類を着用する者のみを入

浴させる場合及び共同浴室を貸し切っ

て入浴させる場合にあっては、この限り

でない。 

ア ７歳以上の男女を混浴させないこと。

ただし、衣類を着用する者のみを入浴さ

せる場合及び共同浴室を貸し切って入

浴させる場合にあっては、この限りでな

い。 

イ・ウ （略） イ・ウ （略） 

(6)～(11) （略） (6)～(11) （略） 

２ （略） ２ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （浜松市公衆浴場法施行条例の一部改正） 

第２条 浜松市公衆浴場法施行条例（平成２４年浜松市条例第８３号）の一部を次のよう

に改正する。 

改正前 改正後 

（一般公衆浴場に係る営業者の講じるべき

措置の基準） 

（一般公衆浴場に係る営業者の講じるべき

措置の基準） 

第３条 一般公衆浴場に係る法第３条第２項

の規定により条例で定める同条第１項に規

定する措置の基準は、次のとおりとする。 

第３条 一般公衆浴場に係る法第３条第２項

の規定により条例で定める同条第１項に規

定する措置の基準は、次のとおりとする。 
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(1)～(15) （略） (1)～(15) （略） 

(16) １０歳以上の男女を混浴させないこ

と。ただし、浴室を貸し切って入浴させ

る場合にあっては、この限りでない。 

(16) ７歳以上の男女を混浴させないこ

と。ただし、浴室を貸し切って入浴させ

る場合にあっては、この限りでない。 

(17)～(20) （略） (17)～(20) （略） 

（その他の公衆浴場に係る営業者の講じる

べき措置の基準） 

（その他の公衆浴場に係る営業者の講じる

べき措置の基準） 

第５条 その他の公衆浴場に係る法第３条第

２項の規定により条例で定める同条第１項

に規定する措置の基準は、第３条各号（第

２号、第３号及び第１６号を除く。）に定

めるもののほか、次のとおりとする。 

第５条 その他の公衆浴場に係る法第３条第

２項の規定により条例で定める同条第１項

に規定する措置の基準は、第３条各号（第

２号、第３号及び第１６号を除く。）に定

めるもののほか、次のとおりとする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) １０歳以上の男女を混浴させないこ

と。ただし、衣類を着用する者のみを入浴

させる場合及び浴室を貸し切って入浴さ

せる場合にあっては、この限りでない。 

(3) ７歳以上の男女を混浴させないこと。

ただし、衣類を着用する者のみを入浴させ

る場合及び浴室を貸し切って入浴させる

場合にあっては、この限りでない。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

この条例は、令和５年１０月１日から施行する。 
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第   84 号 議  案   

令和 5年 6月 9日提 出   

浜松市都市公園条例の一部改正について 

浜松市都市公園条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市都市公園条例の一部を改正する条例 

 浜松市都市公園条例（昭和３７年浜松市条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表第３（第１０条・第２９条関係） 別表第３（第１０条・第２９条関係） 

１～１３ （略） １～１３ （略） 

１４ 明神池運動公園 １４ 明神池運動公園 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 庭球場 (2) 庭球場 

ア 施設 ア 施設 

利用時間区分

利用区分 

午前9時から午後9時

まで 2時間につき 

一般 1面につき 640円

小学校の児童及び中

学校の生徒 1面につ

き 

320円

利用時間区分

利用区分 

午前9時から午後9時

まで 2時間につき 

一般 1面につき 960円

小学校の児童及び中

学校の生徒 1面につ

き 

480円

備考 （略） 備考 （略） 

イ～エ （略） イ～エ （略） 

１５ 美薗中央公園 １５ 美薗中央公園 

庭球場 庭球場 

(1) 施設 (1) 施設 

利用時間区分

利用区分 

午前9時から午後5時

まで（5月1日から8月

31日までは、午後7時

まで） 2時間につき 

一般 1面につき 640円

小学校の児童及び中

学校の生徒 1面につ

き 

320円

利用時間区分

利用区分 

午前9時から午後5時

まで（5月1日から8月

31日までは、午後7時

まで） 2時間につき 

一般 1面につき 960円

小学校の児童及び中

学校の生徒 1面につ

き 

480円

備考 （略） 備考 （略） 

(2) （略） (2) （略） 

１６～１９ （略） １６～１９ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ 改正後の別表第３の規定は、この条例の施行の日以後の利用に係る利用料金について
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適用する。ただし、この条例の施行の際現に当該利用の許可を受けている者の当該許可

に係る利用料金については、なお従前の例による。 
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第   85 号 議  案   

令和 5年 6月 9日提 出   

浜松市火災予防条例の一部改正について 

浜松市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市火災予防条例の一部を改正する条例 

第１条 浜松市火災予防条例（昭和３７年浜松市条例第１７号）の一部を次のように改正

する。 

改正前 改正後 

（避雷設備） （避雷設備） 

第１６条 避雷設備の位置及び構造は、消防

長が指定する日本産業規格（産業標準化法

（昭和２４年法律第１８５号）第２０条第

１項の日本産業規格をいう。）に適合する

ものとしなければならない。 

第１６条 避雷設備の位置及び構造は、消防

長が指定する日本産業規格（産業標準化法

（昭和２４年法律第１８５号）第２０条第

１項の日本産業規格をいう。以下同じ。）

に適合するものとしなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

（喫煙等） （喫煙等） 

第２３条 （略） 第２３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の消防長が指定する場所を有する

防火対象物の関係者は、次の各号に掲げる

場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める措置を講じなければならない。 

３ 第１項の消防長が指定する場所を有する

防火対象物の関係者は、次の各号に掲げる

場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める措置を講じなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 前号に掲げる場合以外の場合 適当な

数の吸殻容器を設けた喫煙所の設置及び

当該喫煙所における「喫煙所」と表示した

標識の設置 

(2) 前号に掲げる場合以外の場合 適当な

数の吸殻容器を設けた喫煙所の設置及び

当該喫煙所における「喫煙所」と表示した

標識の設置（健康増進法（平成１４年法律

第１０３号）第３３条第２項に規定する喫

煙専用室標識を設ける場合においてはこ

の限りでない。） 

 ４ 第２項又は前項第２号に規定する標識と

併せて図記号による標識を設けるときは、

「禁煙」又は「火気厳禁」と表示した標識

と併せて設ける図記号にあっては国際標準

化機構が定めた規格第７０１０号又は日本
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産業規格Ｚ８２１０に適合するものとし、

「喫煙所」と表示した標識と併せて設ける

図記号にあっては国際標準化機構が定めた

規格第７００１号又は日本産業規格

Ｚ８２１０に適合するものとしなければな

らない。 

４ 前項第２号に掲げる場合において、劇場

等の喫煙所は、階ごとに客席及び廊下（通

行の用に供しない部分を除く。）以外の場

所に設けなければならない。ただし、劇場

等の一部の階において全面的に喫煙が禁止

されている旨の標識の設置その他の当該階

における全面的な喫煙の禁止を確保するた

めに消防署長が火災予防上必要と認める措

置を講じた場合は、当該階において喫煙所

を設けないことができる。 

５ 第３項第２号に掲げる場合において、劇

場等の喫煙所は、階ごとに客席及び廊下（通

行の用に供しない部分を除く。）以外の場

所に設けなければならない。ただし、劇場

等の一部の階において全面的に喫煙が禁止

されている旨の標識の設置その他の当該階

における全面的な喫煙の禁止を確保するた

めに消防署長が火災予防上必要と認める措

置を講じた場合は、当該階において喫煙所

を設けないことができる。 

５・６ （略） ６・７ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

第２条 浜松市火災予防条例の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（急速充電設備） （急速充電設備） 

第１１条の２ 急速充電設備（電気を設備内

部で変圧して、電気自動車等（電気を動力

源とする自動車等（道路交通法（昭和３５

年法律第１０５号）第２条第１項第９号に

規定する自動車又は同項第１０号に規定す

る原動機付自転車をいう。第１２号におい

て同じ。）をいう。以下この項において同

じ。）に充電する設備（全出力２０キロワ

ット以下のもの及び全出力２００キロワッ

トを超えるものを除く。）をいう。以下同

じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げ

る基準によらなければならない。 

第１１条の２ 急速充電設備（電気を設備内

部で変圧して、電気自動車等（電気を動力

源とする自動車、原動機付自転車、船舶、

航空機その他これらに類するものをいう。

以下同じ。）にコネクター（充電用ケーブ

ルを電気自動車等に接続するためのものを

いう。以下同じ。）を用いて充電する設備

（全出力２０キロワット以下のものを除

く。）をいい、分離型のもの（変圧する機

能を有する設備本体及び充電ポスト（コネ

クター及び充電用ケーブルを収納する設備

で、変圧する機能を有しないものをいう。
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以下同じ。）により構成されるものをいう。

以下同じ。）にあっては、充電ポストを含

む。以下同じ。）の位置、構造及び管理は、

次に掲げる基準によらなければならない。 

(1) 急速充電設備（全出力５０キロワット

以下のもの及び消防長が認める延焼を防

止するための措置が講じられているもの

を除く。）を屋外に設ける場合にあっては、

建築物から３メートル以上の距離を保つ

こと。ただし、不燃材料で造り、又は覆わ

れた外壁で開口部のないものに面すると

きは、この限りでない。 

(1) 急速充電設備（全出力５０キロワット

以下のもの及び消防長が認める延焼を防

止するための措置が講じられているもの

を除く。）を屋外に設ける場合にあっては、

建築物から３メートル以上の距離を保つ

こと。ただし、次に掲げるものにあっては、

この限りでない。 

 ア 不燃材料で造り、又は覆われた外壁で

開口部のないものに面するもの 

 イ 分離型のものにあっては、充電ポスト

(2) その筐
きょう

体は、不燃性の金属材料で造る

こと。 

(2) その筐
きょう

体は、不燃性の金属材料で造る

こと。ただし、分離型のものの充電ポスト

にあっては、この限りでない。 

(3)～(5) （略） (3)～(5) （略） 

(6) 急速充電設備と電気自動車等が確実に

接続されていない場合には、充電を開始し

ない措置を講じること。 

(6) コネクターと電気自動車等が確実に接

続されていない場合には、充電を開始しな

い措置を講じること。 

(7) 急速充電設備と電気自動車等の接続部

に電圧が印加されている場合には、当該接

続部が外れないようにする措置を講じる

こと。 

(7) コネクターが電気自動車等に接続さ

れ、電圧が印加されている場合には、当該

コネクターが当該電気自動車等から外れ

ないようにする措置を講じること。 

(8)～(10) （略） (8)～(10) （略） 

(11) 急速充電設備を手動で緊急停止させ

ることができる措置を講じること。 

(11) 急速充電設備を手動で緊急に停止す

ることができる装置を、当該急速充電設備

の利用者が異常を認めたときに、速やかに

操作することができる箇所に設けること。

(12) 自動車等の衝突を防止する措置を講 (12) 急速充電設備と電気自動車等の衝突
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じること。 を防止する措置を講じること。 

(13) コネクター（充電用ケーブルを電気

自動車等に接続するための部分をいう。以

下この号において同じ。）について、操作

に伴う不時の落下を防止する措置を講じ

ること。ただし、コネクターに十分な強度

を有するものにあっては、この限りでな

い。 

(13) コネクターについて、操作に伴う不

時の落下を防止する措置を講じること。た

だし、コネクターに十分な強度を有するも

のにあっては、この限りでない。 

(14)・(15) （略） (14)・(15) （略） 

(16) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵し

ているものにあっては、当該蓄電池につい

て次に掲げる措置を講じること。 

(16) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵し

ているものにあっては、当該蓄電池（主と

して保安のために設けるものを除く。）に

ついて次に掲げる措置を講じること。 

ア～エ （略） ア～エ （略） 

 (17) 急速充電設備のうち分離型のものに

あっては、充電ポストに蓄電池（主として

保安のために設けるものを除く。）を内蔵

しないこと。 

(17)・(18) （略） (18)・(19) （略） 

２ （略） ２ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条及び附則第４項の規定は、令和

５年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の浜松市火災予防条例（以下「新条例」という。）第２３条

第３項第２号の規定の適用については、当分の間、同号中「喫煙専用室標識」とあるの

は、「喫煙専用室標識又は健康増進法の一部を改正する法律（平成３０年法律第７８号）

附則第３条第１項の規定により読み替えて適用される健康増進法第３３条第２項に規定

する指定たばこ専用喫煙室標識」と読み替えるものする。 

３ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている新条例第２３条第２

-61-



項又は第３項第２号に規定する標識と併せて設ける図記号（市長が定める図記号に限

る。）のうち、同条第４項の規定に適合しないものについては、同項の規定は適用しない。 

４ 附則第１項ただし書に規定する規定の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされ

ている第２条の規定による改正後の浜松市火災予防条例第１１条の２第１項に規定する

急速充電設備に係る浜松市火災予防条例の規定の適用については、なお従前の例による。 

-62-



第   86 号 議  案   

令和 5年 6月 9日提 出   

浜松市住居等における物の堆積等による不良な生活環境の発生の防止及び解

消のための支援その他の対策に関する条例の制定について 

浜松市住居等における物の堆積等による不良な生活環境の発生の防止及び解消のための

支援その他の対策に関する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市住居等における物の堆積等による不良な生活環境の発生の防止及び解

消のための支援その他の対策に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、住居等における物の堆積等による不良な生活環境の発生の防止及び

解消のための支援その他の対策に関し必要な事項を定めることにより、市民の安全で健

康かつ快適な生活環境を確保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(1) 住居等 市内に存する建物（現に居住の用に供しているものに限る。）及びその敷地

並びに当該居住のために一体的に利用されている土地をいう。 

(2) 堆積等 堆積又は放置をいう。 

(3) 不良な生活環境 住居等における物の堆積等により、当該住居等の周辺が次に掲げ

る状態その他の生活環境が著しく損なわれている状態にあることをいう。 

ア 悪臭が発生している状態 

イ ねずみ又は衛生害虫が発生している状態 

ウ 火災、堆積物の崩落その他の危険が発生するおそれがある状態 

(4) 堆積物 不良な生活環境の原因となっている物をいう。 

(5) 堆積者 自らが居住する住居等における物の堆積等による不良な生活環境を発生さ

せている者（自然人に限る。）をいう。 

(6) 地域住民等 地域住民、関係機関その他の関係者をいう。 

(7) 所有者等 所有者又は管理者をいう。 

（基本方針） 

第３条 不良な生活環境の発生の防止及び解消は、次に掲げる基本方針にのっとり推進さ

れなければならない。 

(1) 不良な生活環境は、堆積者が自ら解消することを原則とすること。 

(2) 不良な生活環境の発生の背景には、地域社会における孤立等の生活上の諸課題があ

り得ることを踏まえ、福祉的観点から当該生活上の諸課題を抱える者に寄り添った対

策を行うこと。 

(3) 市と地域住民等とが協力して不良な生活環境の発生の防止に努めるとともに、堆積

者が自ら不良な生活環境を解消することが困難であると認められる場合は、市と地域

住民等とが協力して解消に向けたあらゆる対策を行うこと。 

(4) 市は、堆積者が自ら不良な生活環境を解消することが困難であると認められる場合
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は、第７条の規定による支援を行うとともに、必要に応じて第１１条から第１３条ま

での規定による対策を適切に講じること。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本方針にのっとり、不良な生活環境が発生し、又は発生す

るおそれがあるときは、地域住民等と協力して、その原因、経緯等の検証に努め、第１

条の目的を達成するために必要な対策を総合的に講じる責務を有する。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、自らが居住する住居等における物の堆積等による不良な生活環境を発生

させてはならない。 

２ 市民は、近隣の住民と相互に協力して、その居住する地域において不良な生活環境を

発生させることのないよう努めなければならない。 

３ 市民は、第１条の目的を達成するため、前条に規定する対策に協力するよう努めなけ

ればならない。 

（所有者等の責務） 

第６条 住居等の所有者等（居住者を除く。以下この条、第８条第４項、第１０条及び第

１１条第３項において同じ。）は、当該住居等において不良な生活環境を発生させないよ

う努めなければならない。 

２ 住居等の所有者等は、当該住居等において不良な生活環境が発生している場合におい

ては、当該住居等に係る堆積者と協力し、当該不良な生活環境を解消するよう努めなけ

ればならない。 

３ 住居等の所有者等は、第１条の目的を達成するため、第４条に規定する対策に協力す

るよう努めなければならない。 

（支援） 

第７条 市長は、不良な生活環境の発生を防止し、及び解消するため、市民等からの相談

に応じるとともに、必要があると認めるときは、物の堆積等の状態を調査し、及び把握

した上で、市民等に対して必要な情報の提供、助言その他の支援を行うものとする。 

２ 市長は、堆積者に対し、必要に応じて生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）、介護

保険法（平成９年法律第１２３号）その他の法令等の規定に基づく手続に関する情報の

提供、相談、助言その他の支援を行わなければならない。 

３ 市長は、不良な生活環境を堆積者が自ら解消することが困難であると認めるときは、

当該堆積者の申出に基づき、当該不良な生活環境の解消のために必要な支援を行うこと

ができる。 

４ 市長は、不良な生活環境を解消した場合においては、再び不良な生活環境が発生しな

いようにするため、地域住民等による見守りその他の地域社会における孤立等の生活上
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の諸課題の解決に向けた取組が適切になされるよう支援を行わなければならない。 

（報告等） 

第８条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、物の堆積等の状態、住居等の使

用及び管理の状況並びに住居等に係る堆積者の居住の状況、親族関係、就労の状況、心

身の状態、福祉に関する制度の利用状況その他当該堆積者に関する事項について、必要

な調査をし、又は当該堆積者、当該堆積者の親族若しくは当該堆積者と同居している者

に対して報告を求めることができる。 

２ 市長は、堆積者を確知することができないときは、物の堆積等がある住居等（これに

隣接する土地を含む。以下同じ。）の所有者等を確知するために必要な調査をすることが

できる。 

３ 市長は、物の堆積等がある住居等の所有者等を確知することができない場合において

必要があると認めるときは、この条例に基づく事務以外の事務のために利用する目的で

保有する情報で当該所有者等を確知するために有用なものについては、この条例の施行

に必要な限度において、自ら利用し、又は提供することができる。 

４ 市長は、この条例の施行に必要な限度において、不良な生活環境を発生させている住

居等の所有者等に対し、当該住居等の使用及び管理の状況について報告を求めることが

できる。 

（立入調査等） 

第９条 市長は、不良な生活環境が発生し、又は発生するおそれがあると認めるときは、

この条例の施行に必要な限度において、その職員をして、当該住居等に立ち入らせ、そ

の状態を調査させ、又は関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入調査又は質問をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

（情報提供の求め） 

第１０条 市長は、この条例の施行のために必要があると認めるときは、官公署その他の

規則で定める関係者に対して、堆積者及び不良な生活環境を発生させている住居等の所

有者等、堆積者の親族関係又は福祉に関する制度の利用状況その他市長が特に必要があ

ると認める事項について、情報の提供を求めることができる。 

（指導又は勧告） 

第１１条 市長は、第７条（第４項を除く。）の規定による支援によって不良な生活環境を

解消することが困難であると認めるときは、当該堆積者に対し、堆積物の適切な保管、

堆積物の処分その他の不良な生活環境を解消するための措置（以下「改善措置」という。）

を行うよう指導することができる。 

２ 市長は、前項の規定による指導を行ったにもかかわらず、なお不良な生活環境にある
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と認めるときは、当該堆積者に対し、期限を定めて、改善措置を行うよう勧告すること

ができる。 

３ 市長は、不良な生活環境にあると認める場合であって、必要があると認めるときは、

当該住居等の所有者等に対して、改善措置を行うよう指導することができる。 

（命令） 

第１２条 市長は、前条第２項の規定による勧告を行ったにもかかわらず、なお不良な生

活環境にあると認めるときは、当該堆積者に対し、期限を定めて、改善措置を行うよう

命じることができる。 

２ 市長は、前項の規定による命令をしようとするときは、あらかじめ、第１４条第１項

に規定する浜松市不良な生活環境対策審議会（以下「審議会」という。）の意見を聴かな

ければならない。 

（行政代執行） 

第１３条 市長は、前条第１項の規定による命令を受けた堆積者が当該命令に従わないた

め行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）第２条の規定による代執行を行うに当たっ

ては、あらかじめ審議会の意見を聴かなければならない。 

（審議会） 

第１４条 市は、不良な生活環境の発生の防止及び解消のための支援その他の対策に関し

必要な事項を審議するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第

３項の規定に基づき、浜松市不良な生活環境対策審議会を置く。 

２ 審議会は、第１２条第２項及び前条に規定するもののほか、不良な生活環境の発生の

防止及び解消のための支援その他の対策について、市長の諮問に応じ審議する。 

３ 審議会は、不良な生活環境の発生の防止及び解消のための支援その他の対策について、

市長に意見を述べることができる。 

４ 審議会は、委員７人以内で組織する。 

５ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 公共的団体が推薦する者 

６ 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

７ 審議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

８ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

９ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委員がそ

の職務を代理する。 

１０ 委員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も

同様とする。 
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（会議） 

第１５条 審議会の会議は、会長が招集し、会議の議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

４ 委員は、自己、配偶者又は３親等以内の親族の利害に関係のある事項については、そ

の議事に加わることができない。 

５ 審議会は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、意見を聴くこと

ができる。 

（委任） 

第１６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で

定める。 

（過料） 

第１７条 第１２条第１項の規定による命令に違反した者は、５万円以下の過料に処する。 

２ 正当な理由なく、第９条第１項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、

又は同項の規定による質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者は、３万

円以下の過料に処する。 

   附 則 

 この条例は、令和５年７月１日から施行する。ただし、第１１条から第１３条まで及び

第１７条第１項の規定は、同年１０月１日から施行する。 
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第   87 号 議  案   

令和 5年 6月 9日提 出   

磐田市と浜松市との間の証明書等の交付等の事務委託の廃止について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第２項の規定に基づき、協議により次

のように規約を定め、磐田市と浜松市との間の証明書等の交付等の事務委託を廃止することについ

て、同条第３項において準用する同法第２５２条の２の２第３項本文の規定により、議会の議決を

求める。 

浜松市長  中  野  祐  介  

磐田市と浜松市との間の証明書等の交付等の事務委託に関する規約を廃止する規約 

 磐田市と浜松市との間の証明書等の交付等の事務委託に関する規約（平成１７年浜松市告示第１

８６号）は、廃止する。 

附 則 

 この規約は、令和６年４月１日から施行する。
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第   88 号 議  案   

令和 5年 6月 9日提 出   

袋井市と浜松市との間の証明書等の交付等の事務委託の廃止について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第２項の規定に基づき、協議により次

のように規約を定め、袋井市と浜松市との間の証明書等の交付等の事務委託を廃止することについ

て、同条第３項において準用する同法第２５２条の２の２第３項本文の規定により、議会の議決を

求める。 

浜松市長  中  野  祐  介  

袋井市と浜松市との間の証明書等の交付等の事務委託に関する規約を廃止する規約 

 袋井市と浜松市との間の証明書等の交付等の事務委託に関する規約（平成１７年浜松市告示第１

８７号）は、廃止する。 

附 則 

 この規約は、令和６年４月１日から施行する。
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第   89 号 議  案   

令和 5年 6月 9日提 出   

湖西市と浜松市との間の証明書等の交付等の事務委託の廃止について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第２項の規定に基づき、協議により次

のように規約を定め、湖西市と浜松市との間の証明書等の交付等の事務委託を廃止することについ

て、同条第３項において準用する同法第２５２条の２の２第３項本文の規定により、議会の議決を

求める。 

浜松市長  中  野  祐  介  

湖西市と浜松市との間の証明書等の交付等の事務委託に関する規約を廃止する規約 

 湖西市と浜松市との間の証明書等の交付等の事務委託に関する規約（平成９年浜松市告示第９０

号）は、廃止する。 

附 則 

 この規約は、令和６年４月１日から施行する。 
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第   90 号 議  案   

令和 5年 6月 9日提 出   

森町と浜松市との間の証明書等の交付等の事務委託の廃止について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第２項の規定に基づき、協議により次

のように規約を定め、森町と浜松市との間の証明書等の交付等の事務委託を廃止することについて、

同条第３項において準用する同法第２５２条の２の２第３項本文の規定により、議会の議決を求め

る。 

浜松市長  中  野  祐  介  

森町と浜松市との間の証明書等の交付等の事務委託に関する規約を廃止する規約 

 森町と浜松市との間の証明書等の交付等の事務委託に関する規約（平成９年浜松市告示第９１号）

は、廃止する。 

附 則 

 この規約は、令和６年４月１日から施行する。 
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第   91 号 議  案   

令和 5年 6月 9日提 出   

小字の廃止について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、土地区画整理法（昭和

２９年法律第１１９号）第１０３条第４項の規定による浜松都市計画事業浜松市船明土地区画整理

事業についての換地処分の公告があった日の翌日から次のとおり小字を廃止する。 

浜松市長  中  野  祐  介  

１ 小字を廃止する区域 

船明字上障子３０３から３０４まで、船明字中ノ坪３０５から３１２まで、３１３－１から３

１３－５まで、３１４－１、３１５から３１６まで、３１７－１、３１８－１から３１８－９ま

で、３１９、３４２－１、３４３－１、３４４、３４５－１、３４６－１、３４８－１から３４

８－９まで、３４９－１、３５０－１、３５１－１、３５２－１から３５２－２まで、３５３－

１、３５４－１、３５５－１、３５６－１、３５７－１、４６２から４６９まで、４７０－１か

ら４７０－９まで、４７１－１から４７１－２まで、４７２－１、４７３から４８５まで、４８

６－１、４８７－１、４８８－１、４８９から４９３まで、４９４－１、４９５－１、４９９－

１、５００－１、５０１から５０２まで、５０３－１から５０３－２まで、５０４、５０５－１

から５０５－２まで、５０６から５０８まで、５０９－１、５１１－１から５１１－５まで、５

１３－１、５１４から５２３まで、５２４－１から５２４－２まで、５２５から５２７まで、５

２８－１から５２８－６まで、５２９－１、５３０－１、５３１－１、５３２－１、５３３－１

から５３３－７まで、５３４－１、５３４－３から５３４－５まで、５３５、５３６－１、５３

７－１、５３８－１から５３８－３まで、５３８－６から５３８－７まで、５３９－１、船明字

社宮路３２０－１から３２０－３まで、３２１－１から３２１－２まで、３２２、３２３－１か

ら３２３－３まで、３２４－１から３２４－２まで、３２５から３２６まで、３２７－１から３

２７－２まで、３３９から３４０まで、３４１－１から３４１－２まで、３５９－１から３５９

－７まで、３６０、３６２－１から３６２－３まで、３６３－１から３６３－２まで、３６４か

ら３６９まで、３８４－１から３８４－２まで、３８６、３８７－１、３８８から３９０まで、

３９１－１、３９２－１、３９４－１、３９６－１、３９７－１から３９７－３まで、３９８－

１から３９８－３まで、４０２－１から４０２－３まで、４０３－１から４０３－３まで、４０
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５－１から４０５－７まで、４０７、４０８－１から４０８－３まで、４０８－５から４０８－

７まで、４０９－１から４０９－５まで、４１０－１から４１０－３まで、４１０－５、４１０

－７から４１０－９まで、４１１－１、４１２－３から４１２－５まで、４１４－３から４１４

－５まで、４１５－１から４１５－４まで、４１６－１から４１６－２まで、４１６－４、２６

４３－１から２６４３－２まで、船明字中障子３２８－１から３２８－３まで、３２９－１から

３２９－３まで、３３０－１から３３０－２まで、３３１から３３２まで、３３３－１から３３

３－２まで、３３４－１から３３４－２まで、３３５－１から３３５－３まで、３３６から３３

８まで、３６１、３７０、３７１－１から３７１－２まで、３７２－１から３７２－３まで、３

７３－１から３７３－２まで、３７４、３７５－１から３７５－２まで、３７６－１から３７６

－２まで、３７７－１から３７７－２まで、３７８－１から３７８－２まで、３７９－１から３

７９－３まで、３８０－１から３８０－２まで、３８１－１から３８１－２まで、３８２－１か

ら３８２－６まで、３８３－１から３８３－２まで、３８５－１から３８５－２まで、３９９、

４００－１から４００－５まで、４０１－１から４０１－４まで、４０４－１から４０４－３ま

で、４０６、１４１５－１、１４１５－３、１４１６－１，１４１６－３から１４１６－４まで、

１４１７－１、１４１７－３、１４２２－４から１４２２－５まで、１５１７、１５１８－１か

ら１５１８－２まで、１５１９－１から１５１９－２まで、１５２０－１から１５２０－６まで、

１５２１－１、１５２１－３から１５２１－５まで、１６５３－１から１６５３－３まで、２６

４５－１から２６４５－２まで、船明字門ノ前４１７－１から４１７－２まで、４１８－１、４

１８－３、４１９から４２１まで、４２２－１から４２２－６まで、４２３－１、４２４から４

２５まで、４２６－１、４２７－１、４２８－１、４２９－１、４３０から４４２まで、４４３

－１から４４３－２まで、４４４－１から４４４－２まで、４４５－１から４４５－３まで、４

４６－１から４４６－３まで、４４７－１から４４７－３まで、４４８－１から４４８－２まで、

４４９－１から４４９－２まで、４５０、４５１－１から４５１－２まで、４５２から４５８ま

で、４５９－１から４５９－２まで、４６０から４６１まで、２６３８、２６４０から２６４１

まで、船明字高岡５４３－６から５４３－７まで、船明字東ノ谷８６８－２、船明字駒林９０７

－２、９０８－１、９０８－３から９８０－４まで、９０９－１、９１０－１、９１０－３、９

１１－２から９１１－３まで、９２７－１、９２７－４、９２９－１、９６９－１から９６９－

７まで、９７０－１から９７０－２まで、９８４－１から９８４－２まで、９８４－４から９８

４－７まで、９８５、９８６－１から９８６－２まで、９８７、９８８－１から９８８－２まで、

９９０から９９２まで、９９３－１から９９３－３まで、９９４－１から９９４－２まで、９９

４－４から９９４－５まで、９９９－１から９９９－２まで、１０００－１から１０００－３ま

で、１００１－１から１００１－２まで、１００２、１０１３－１から１０１３－４まで、１０

１４－１、１０１７－２から１０１７－３まで、１０１７－５、１０２０－１、１０２０－３、
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１０３４、１０３５－１から１０３５－２まで、１０３６から１０３８まで、１０５８－１から

１０５８－４まで、１０７２－１、１０７２－３、１０８３－１、２５５３－１から２５５３－

４まで、２５５３－１０から２５５３－１４まで、２５５６－２から２５５６－４まで、２５６

０－１、２５６０－３、２５６１、２５７２、２５８０－１、２５８０－３、２５８５－１、２

５８５－４、２５８６－１、２５８７－１、船明字扇田９３０、９３１－１から９３１－６まで、

９３２－１、９３３から９３４まで、９３５－１、９３６－１、９３７－１、９３８－２、９４

５－１、９５０－１から９５０－３まで、９５０－１０から９５０－２０まで、９５２－１、９

５３－１、９５４、９５７から９５９まで、９６３から９６４まで、９６６－１、９６７－１か

ら９６７－１２まで、９６８－１、９７２－１、９７３－１から９７３－２まで、９７３－４、

９７４－１、９７６－１、９７６－３から９７３－４まで、９７７、９７８－１から９７８－２

まで、９７９－１、９７９－３、９８２－１から９８２－２まで、９８３－１、９８９、２３３

３から２３３４まで、２３３７から２３４０まで、２３４１－１から２３４１－２まで、２３４

２、２３６５から２３６８まで、２３７６、２３７７－１から２３７７－２まで、２４０１－２、

２４０３から２４０４まで、２４０５－１から２４０５－２まで、２４０６から２４０８まで、

２４０９－１から２４０９－２まで、２４１０から２４１１まで、２４１２－１から２４１２－

３まで、２４１３－２、２４１４－２から２４１４－３まで、２４１５、２４１６－１から２４

１６－２まで、２４１７、２４１８－１、２４１８－３、２４１８－５、２４１９－１、２４２

０－１から２４２０－３まで、２４２０－５から２４２０－１０まで、２４３６から２４３７ま

で、２４３９、２４４１、２４４４－１から２４４４－４まで、２４４４－６から２４４４－７

まで、２４４４－１８から２４４４－２０まで、２４５２から２４５３まで、２４５８、２４６

０－３、２４６３－２、２４８０－４、２４８０－５３、２４８８－２から２４８８－３まで、

２４９２－２から２４９２－４まで、２４９４－１から２４９４－３まで、２４９５－１から２

４９５－３まで、２４９６－２から２４９６－４まで、２４９９－２、２５００－２から２５０

０－８まで、２５０１－２、２５２０－２から２５２０－４まで、２５２０－５８、２５２０－

６０から２５２０－６３まで、２５４７－２、２５５２－２、２５５２－５から２５５２－１０

まで、２５５４－３から２５５４－４まで、２５５７－１、２５６２、２５６３－１から２５６

３－１０まで、２５６４－１、２５６５－１、２５６６－１から２５６６－２まで、２５７１－

１、２５７３－１から２５７３－６まで、２５７５－１、２５７６－１から２５７６－２まで、

２５７８から２５７９まで、船明字栗原９５５から９５６まで、９６０から９６２まで、９６５、

２３２９－２から２３２９－６まで、２３３０－１、２３３１から２３３２まで、２３３５、２

３３６－１から２３３６－２まで、２３４３から２３４４まで、２３５８から２３６１まで、２

３７０－１から２３７０－２まで、２３７３－１から２３７３－５まで、２３７５、２３７８－

２、２３７８－４、２３７９－１から２３７９－５まで、２３８０－１から２３８０－３まで、
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２３８１－１から２３８１－２まで、２３８１－４から２３８１－５まで、２３８４－１、２３

８４－４から２３８４－６まで、２３８５－１から２３８５－３まで、２３８６－１から２３８

６－３まで、２３８７－１から２３８７－３まで、２３８８から２３９３まで、２３９４－１か

ら２３９４－３まで、２３９５－１から２３９５－４まで、２３９６－１から２３９６－４まで、

２３９７－１から２３９７－９まで、２３９８－１から２３９８－４まで、２３９９－１から２

３９９－３まで、２４００－１から２４００－３まで、２４０１－１、２４０１－３から２４０

１－４まで、２４０２、２４１３－３、２４２１－１から２４２１－２まで、２４２１－４から

２４２１－６まで、２４２２－１から２４２２－２まで、２４２３から２４３２まで、２４３３

－１から２４３３－２まで、２４３４－１から２４３４－２まで、２４３５－１から２４３５－

２まで、２４３８、２４４０、２４４２から２４４３まで、２４４６，２４４７－１から２４４

７－２まで、２４５０－１から２４５０－５まで、２４５１、２４６５－１２から２４６５－１

５まで、２４９３－２から２４９３－３まで、２５０２－１から２５０２－５まで、２５０３－

１、２５０３－３、２５０４－２から２５０４－６まで、２５０５－１から２５０５－３まで、

２５０６－２から２５０６－４まで、２５０７－２から２５０７－５まで、船明字谷ケ田９７１

－１から９７１－２まで、９９６－１、９９６－３から９９６－９まで、９９７－１、９９８－

１から９９８－２まで、１００６、１００７－１から１００７－１１まで、１００８－１、１０

０８－３、１００９－１、１０１２－１、１０１２－３、１０１５－１、１０１５－３、１０１

６－１、１０１６－４、１０１７－１、１０１８から１０１９まで、１０２２、１０２３－１か

ら１０２３－２まで、１０２３－４、１０２５－１、１０２５－３、１０２６から１０２８まで、

１０２９－１、１０２９－３、１０３０－１から１０３０－６まで、１０３１－１から１０３１

－２まで、１０３２から１０３３まで、１０３９、１０４０－１から１０４０－２まで、１０４

１から１０４３まで、１０４４－１から１０４４－２まで、１０４５、１０４６－１、１０４６

－３、１０４７－１、１０４７－３、１０４８－１、１０４９－１から１０４９－２まで、１０

５０－１から１０５０－２まで、１０５０－４、１０５１－１から１０５１－２まで、１０５２

－１、１０５３－１、１０５４－１から１０５４－２まで、１０５５から１０５７まで、１０５

９－１から１０５９－２まで、１０６０－１から１０６０－２まで、１０６１から１０６２まで、

１０６３－１から１０６３－２まで、１０６４－１から１０６４－２まで、１０６５－１から１

０６５－２まで、１０６６－１から１０６６－１５まで、１０６７－１から１０６７－２まで、

１０６７－４、１０６８－１から１０６８－２まで、１０６８－４、１０６９－１から１０６９

－２まで、１０６９－４から１０６９－５まで、１０７０から１０７１まで、１０７３から１０

７５まで、１０７６－１、１０７７－１、１０７８から１０８２まで、１０８４から１０９９ま

で、１１００－１から１１００－２まで、１１０１から１１０４まで、１１０５－１、１１０６

－１から１１０６－７まで、１１０７から１１０８まで、１１０９－１、１１０９－３、１１１
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０、１１１１－１から１１１１－３まで、１１１２から１１１５まで、１１１６－１、１１１７

－１、１１１８－１、１１１９－１、１１２０－１から１１２０－２まで、１１２１から１１２

２まで、１１２３－１から１１２３－２まで、１１２４から１１２５まで、１１２６－１から１

１２６－２まで、１１２７－１、１１２８から１１３１まで、１１３２－１、１１３３、１１３

４－１、１１３５－１、１１３６から１１３９まで、１１４０－１から１１４０－２まで、１１

４１－１から１１４１－３まで、１１４２－１から１１４２－２まで、１１４３、２６３９、船

明字 ノ前１００３－１から１００３－２まで、１００４－１から１００４－２まで、１００５

－１から１００５－２まで、１１５５－１から１１５５－２まで、１１５９－１から１１５９－

４まで、１１６５－１から１１６５－２まで、１１６６、１１６７－１から１１６７－２まで、

１１７２から１１７３まで、１１７４－１から１１７４－２まで、１１７５、１１７６－１から

１１７６－２まで、１１７８から１１８０まで、１１８４－１、１１９４－１から１１９４－３

まで、１２０１から１２０６まで、１２０７－１から１２０７－２まで、１２０８－１から１２

０８－２まで、１２０９－１から１２０９－２まで、１２１０、１２１１－１から１２１１－２

まで、１２１２、１２１３－１から１２１３－２まで、１２１４、１２１５－１から１２１５－

２まで、１２１６、１２２１から１２２２まで、１２２３－１から１２２３－２まで、１２２４

－１から１２２４－２まで、１２２５－１から１２２５－３まで、１２２９、１２４１－１から

１２４１－２まで、１２４２から１２４３まで、１２５１、１２５４－１から１２５４－３まで、

１２５５－１から１２５５－３まで、１２５７、１２６０から１２６１まで、１２６２－１から

１２６２－３まで、１２６３－１から１２６３－２まで、１２６５、１２６７－１から１２６７

－２まで、１２６８－１から１２６８－２まで、１２６９－１から１２６９－２まで、１２７０

－１から１２７０－２まで、１２７１、１２７３－１から１２７３－２まで、１２７４－１から

１２７４－２まで、１２７５－１から１２７５－３まで、１２７６－１から１２７６－２まで、

１２７８－１から１２７８－３まで、１２７９、１２８０－１から１２８０－２まで、１２８１

－１から１２８１－２まで、１２８２から１２８３まで、１２８４－１から１２８４－２まで、

１２８６－１から１２８６－２まで、１２８７－１から１２８７－５まで、１２８８、１２８９

－１から１２８９－４まで、１２９０－１から１２９０－４まで、１２９１－１から１２９１－

４まで、１２９２－１から１２９２－４まで、１２９３－１から１２９３－４まで、１３４０－

１から１３４０－３まで、１３４１－１、１３４１－３、１３４２－１から１３４２－２まで、

１３４５－１から１３４５－３まで、１３７８－３、１３７９－１から１３７９－２まで、１３

８０－１から１３８０－２まで、１３８１－１から１３８１－３まで、１３８２－１から１３８

２－３まで、１３８３、１３８４－１から１３８４－２まで、１３８５－１から１３８５－３ま

で、１３８６－１から１３８６－２まで、１３８７－１から１３８７－２まで、１３８８－１か

ら１３８８－２まで、１３９１－１から１３９１－２まで、１３９２－１から１３９２－３まで、
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１３９３－１から１３９３－１０まで、１３９４－１から１３９４－１０まで、１３９５－１か

ら１３９５－２まで、１３９６－１から１３９６－３まで、１３９７－１から１３９７－２まで、

１４２１－２から１４２１－６まで、２１８７－１から２１８７－２まで、２１８８－１から２

１８８－２まで、２１８９－１から２１８９－３まで、２１９０－１から２１９０－２まで、２

１９１－１から２１９１－４まで、２１９２－１から２１９２－４まで、２１９３－１から２１

９３－４まで、２１９４から２１９５まで、２１９６－１から２１９６－２まで、２１９７、２

１９８－１から２１９８－２まで、２１９９－１から２１９９－２まで、２２００から２２０５

まで、２２０６－１から２２０６－２まで、２２０７から２２０８まで、２２１１から２２１８

まで、２２１９－１から２２１９－２まで、２２２０、２２２１－１から２２２１－２まで、２

２２２－１から２２２２－２まで、２２２４から２２２７まで、２２３０、２２３３－１から２

２３３－２まで、２２３５から２２３６まで、２２４１、２２４３、２２４５から２２４６まで、

２２４７－１から２２４７－２まで、２２４８、２２４９－１から２２４９－４まで、２２５０

－１から２２５０－２まで、２２５１から２２５６まで、２２５７－１から２２５７－３まで、

２２５８から２２６０まで、２２６１－１から２２６１－３まで、２２６２－１から２２６２－

２まで、２２６３、２２６４－１から２２６４－２まで、２２６５－１から２２６５－４まで、

２２６８－１、２２６８－３から２２６８－４まで、船明字堀合１１４４－１から１１４４－７

まで、１１４５－１、１１４６、１１４８－１、１１４９－１、１１５０－１、１１５２－１、

１１６０から１１６２まで、１１６３－１、１１６４－１、１１６４－３、１１６８から１１７

１まで、１１７７、１１８１から１１８３まで、１１８４－２、１１８５－１、１１８７－１か

ら１１８７－４まで、１１９０－１、１１９１－１、１１９２－１、１１９２－３、１１９３－

１、１１９５－１、１１９６から１２００まで、１２１７から１２２０まで、１２２６から１２

２７まで、１２２８－１から１２２８－３まで、１２３０－１から１２３０－２まで、１２３１

－１から１２３１－３まで、１２３２－１から１２３２－２まで、１２３３－１から１２３３－

２まで、１２３４から１２４０まで、１２４４－１から１２４４－４まで、１２４５－１、１２

４６－１、１２４７－１、１２４７－３、１２４８－１から１２４８－３まで、１２４９－１か

ら１２４９－２まで、１２５０、１２５２から１２５３まで、１２５６－１から１２５６－２ま

で、１２５８から１２５９まで、１２６４、１２６６、１２７２、１２７７、２２０９から２２

１０まで、２２２３、２２２８から２２２９まで、２２３１から２２３２まで、２２３４、２２

３７－１から２２３７－４まで、２２３８－１、２２３９－１、２２４０、２２４２、２２４４、

船明字榎本１２８５－１から１２８５－３まで、１２９４－１から１２９４－４まで、１２９５

－１から１２９５－５まで、１２９６－１から１２９６－４まで、１２９７－１から１２９７－

４まで、１２９８－１から１２９８－５まで、１２９９－１から１２９９－５まで、１３００－

２から１３００－５まで、１３０１－１から１３０１－２まで、１３０１－４、１３０３、１３
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０４－１から１３０４－２まで、１３０５－１から１３０５－２まで、１３０６から１３１２ま

で、１３１３－１から１３１３－２まで、１３１４から１３２１まで、１３２２－１から１３２

２－２まで、１３２３から１３２５まで、１３２６－１から１３２６－２まで、１３２７から１

３３０まで、１３３１－１から１３３１－２まで、１３３２－１から１３３２－２まで、１３３

３－１から１３３３－３まで、１３３４－１から１３３４－６まで、１３３５－１から１３３５

－２まで、１３３６－１から１３３６－３まで、１３３７－１から１３３７－４まで、１３３８

－１から１３３８－５まで、１３３９－１から１３３９－４まで、２１６２から２１６３まで、

２１６４－１から２１６４－２まで、２１６５－１から２１６５－２まで、２１６６、２１６７

－１から２１６７－２まで、２１６８から２１７４まで、２１７５－１から２１７５－３まで、

２１７６、２１７７－１から２１７７－８まで、２１７８－１から２１７８－５まで、２１７９、

２１８０－１から２１８０－３まで、２１８１－１から２１８１－３まで、２１８２から２１８

４まで、２１８５－１から２１８５－３まで、２１８６－１から２１８６－３まで、船明字前畑

１３４３－１から１３４３－２まで、１３４４－１から１３４４－２まで、１３４４－４、１３

４６－１から１３４６－２まで、１３４７－１から１３４７－３まで、１３４８－１から１３４

８－３まで、１３４９、１３５０－１から１３５０－５まで、１３５１－１から１３５１－２ま

で、１３５２から１３５３まで、１３５４－１から１３５４－２まで、１３５５－１から１３５

５－２まで、１３５６－１から１３５６－３まで、１３５７－１から１３５７－２まで、１３５

８、１３５９－１から１３５９－２まで、１３６０から１３６２まで、１３６３－１から１３６

３－２まで、１３６４－１から１３６４－２まで、１３６５、１３６６－１から１３６６－７ま

で、１３６７－１から１３６７－２まで、１３６８から１３７４まで、１３７５－１から１３７

５－３まで、１３７６－１から１３７６－３まで、１３７７、１３７８－１から１３７８－２ま

で、１３８９－１から１３８９－３まで、１３９０－１から１３９０－３まで、１３９８－１か

ら１３９８－３まで、１３９９－１から１３９９－３まで、１４００－１、１４００－３、１４

００－５、１４０１－１、１４０１－４、１４０２－１、１４０２－３から１４０２－４まで、

１４０３－１、１４０３－３、１４０４－１から１４０４－３まで、１４０４－７から１４０４

－１０まで、１４０５－１から１４０５－３まで、１４０６から１４０７まで、１４０８－１か

ら１４０８－３まで、１４０９－１から１４０９－３まで、１４１０から１４１１まで、１４１

２－１から１４１２－５まで、１４１３－１から１４１３－２まで、１４１４－１、１４１４－

３、１４２０－１から１４２０－２まで、１４２０－４、１４２０－６、船明字川久保１５２２

－１、１５２２－３から１５２２－９まで、１５２３－１、１５２３－３から１５２３－１２ま

で、１５２４－１、１５２４－３から１５２４－９まで、１５２５から１５２６まで、１５２７

－１から１５２７－２まで、１５２８から１５２９まで、１５３０－１から１５３０－２まで、

１５３１から１５３２まで、１５３３－１から１５３３－２まで、１５３４から１５３７まで、
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１５３８－１から１５３８－２まで、１５３９から１５４１まで、１５４２－１から１５２４－

２まで、１５４３－１から１５４３－２まで、１５４４－１から１５４４－２まで、１５４５－

１から１５４５－２まで、１５４６、１５４７－１から１５４７－４まで、１５４８－１から１

５４８－２まで、１５４９から１５６３まで、１５６４－１から１５６４－４まで、１５６５か

ら１５７０まで、１５７１－１から１５７１－３まで、１５７２－１から１５７２－４まで、１

５７３から１５７５まで、１５７６－１から１５７６－３まで、１５７７から１５７８まで、１

５７９－１から１５７９－４まで、１５８０から１５８１まで、１５８２－１から１５８２－３

まで、１５８３から１５８４まで、１５８５－１から１５８５－２まで、１５８６－１から１５

８６－３まで、１５８７から１５９３まで、１５９４－１から１５９４－３まで、１５９５－１

から１５９５－２まで、１５９６から１５９８まで、１５９９－１から１５９９－２まで、１６

００から１６０３まで、１６０４－１から１６０４－２まで、１６０５、１６０６－１から１６

０６－２まで、１６０７から１６０８まで、１６０９－１から１６０９－２まで、１６１０－１

から１６１０－２まで、１６１１－１から１６１１－４まで、１６１２から１６１４まで、１６

１５－１から１６１５－３まで、１６１６－１から１６１６－２まで、１６１７、１６１８－１

から１６１８－３まで、１６１９－１から１６１９－３まで、１６２０－１から１６２０－３ま

で、１６２１－１から１６２１－３まで、１６２２から１６２４まで、１６２５－１から１６２

５－２まで、１６２６－１から１６２６－２まで、１６２７－１から１６２７－２まで、１６２

８から１６３２まで、１６３３－１から１６３３－２まで、１６３４、１６３５－１から１６３

５－２まで、１６３６から１６３９まで、１６４０－１から１６４０－２まで、１６４１から１

６４２まで、１６４３－１から１６４３－２まで、１６４４から１６４７まで、１６４８－１か

ら１６４８－２まで、１６４９－１から１６４９－３まで、１６５０－１から１６５０－２まで、

１６５１－１から１６５１－２まで、１６５２－１から１６５２－２まで、１６５４－１から１

６５４－５まで、１６５５－１から１６５５－５まで、１６５６－１から１６５６－４まで、１

６５７－１から１６５７－２まで、１６５８－１、１６５８－５、１６５８－８から１６５８－

９まで、１６５８－１１から１６５８－１２まで、１７０７－１から１７０７－６まで、１７０

７－１６、１７０８－１から１７０８－４まで、１７０９－１から１７０９－４まで、１７１０

－１から１７１０－５まで、１７１１－１から１７１１－４まで、１７１２－１、１７１２－３、

１７１３－１から１７１３－２まで、１７１３－４から１７１３－５まで、１７１４－１から１

７１４－３まで、１７１５－１から１７１５－２まで、１７１６－１から１７１６－２まで、１

７１７、１７１８－１、１７１８－４から１７１８－５まで、１７１９－１、１７２０から１７

２２まで、１７２３－１、１７２４－１、１７２６－１、１７２７－１、１７２８から１７３４

まで、１７３５－１、１７３６－１、１７３７から１７３８まで、１８５０－１から１８５０－

２まで、１８５１、１８５２－１から１８５２－３まで、１８６０－１から１８６０－２まで、
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１８６１－１から１８６１－２まで、１８７４－１から１８７４－２まで、１８７５、１８７６

－１から１８７６－２まで、１９３８から１９３９まで、１９４０－１から１９４０－５まで、

１９５１－１、１９５１－３から１９５１－５まで、１９５１－７、１９９０－２、１９９１－

２、２００６、２００８－２、２０１１－２、２０１４－２、２０１５－２、２０１６－２、２

０１７－２、２０１８－２、２０１９－２、２０２０－２、２０２２－１から２０２２－６まで、

２０２３－１から２０２３－５まで、２０２４－１から２０２４－５まで、２０２５－１から２

０２５－３まで、２０２６－１から２０２６－２まで、２０２７から２０２８まで、２０２９－

１から２０２９－２まで、２０３０－１から２０３０－２まで、２０３１－１から２０３１－２

まで、２０３２から２０３５まで、２０３６－１から２０３６－２まで、２０３７－１から２０

３７－２まで、２０３８－１から２０３８－３まで、２０３９、２０４０－１から２０４０－３

まで、２０４１－１から２０４１－２まで、２０４２－１から２０４２－２まで、２０４３から

２０４４まで、２０４５－１から２０４５－２まで、２０４６－１から２０４６－２まで、２０

４７から２０４８まで、２０４９－１から２０４９－２まで、２０５０－１から２０５０－２ま

で、２０５１－１から２０５１－２まで、２０５２－１から２０５２－２まで、２０５３、２０

５４－１から２０５４－２まで、２０５５から２０５６まで、２０５７－１から２０５７－２ま

で、２０５８、２０５９－１から２０５９－４まで、２０６０から２０６３まで、２０６４－１

から２０６４－２まで、２０６５－１から２０６５－２まで、２０６６から２０６８まで、２０

６９－１から２０６９－２まで、２０７０から２０７１まで、２０７２－１から２０７２－２ま

で、２０７３－１から２０７３－２まで、２０７４－１から２０７４－２まで、２０７６から２

０７７まで、２０８２－１から２０８２－３まで、２０８３－１から２０８３－２まで、２０８

４－１から２０８４－２まで、２０８５から２０８６まで、２０８７－１から２０８７－２まで、

２０８８、２０８９－１から２０８９－２まで、２０９０、２０９１－１から２０９１－２まで、

２０９２、２０９３－１から２０９３－２まで、２０９４－１から２０９４－４まで、２０９５

－１から２０９５－２まで、２０９６－１から２０９６－２まで、２０９７－１から２０９７－

３まで、２０９８から２０９９まで、２１００－１から２１００－３まで、２１０１－１から２

１０１－３まで、２１０２から２１０３まで、２６３４－１から２６３４－３まで、２６３５－

１から２６３５－３まで、２６３６－１から２６３６－３まで、船明字前後下１７６５－１、１

８１５－２、１８１５－４、１８４３－２、１８４４－１から１８４４－２まで、１８４９－１

から１８４９－２まで、１８５３－１から１８５３－２まで、１８５８から１８５９まで、１８

６２－１から１８６２－２まで、１８６８から１８７０まで、１８７１－１から１８７１－２ま

で、１８７２－１から１８７２－２まで、１８７３－１から１８７３－３まで、１８７７－１か

ら１８７７－２まで、１８７８－１から１８７８－２まで、１８７９－１から１８７９－２まで、

１８８０、１８８１－１から１８８１－２まで、１８８２－１から１８８２－２まで、１８８３
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から１８８４まで、１８８５－１から１８８５－２まで、１８８６から１８９１まで、１８９５

から１８９８まで、１８９９－１から１８９９－２まで、１９００、１９０１－１、１９０１－

３、１９２６－２から１９２６－３まで、１９３１、１９３１－２、１９３２から１９３３まで、

１９３３－２、１９３４－１、１９３４－３から１９３４－５まで、１９３５－１から１９３５

－２まで、１９３６、船明字大谷路２０７５－１から２０７５－３まで、２０７８－１から２０

７８－３まで、２０７９－１から２０７９－３まで、２０８０－１から２０８０－３まで、２０

８１－１から２０８１－２まで、２１０４から２１０８まで、２１０９－１から２１０９－３ま

で、２１１０－１から２１１０－２まで、２１１１から２１１６まで、２１１７－１から２１１

７－２まで、２１１８から２１２１まで、２１２２－１から２１２２－２まで、２１２３から２

１２４まで、２１２５－１から２１２５－２まで、２１２６－１から２１２６－２まで、２１２

７－１から２１２７－３まで、２１２８－１から２１２８－２まで、２１２９、２１３０－１か

ら２１３０－３まで、２１３１－１から２１３１－３まで、２１３２、２１３３－１から２１３

３－３まで、２１３４－１から２１３４－６まで、２１３５－１から２１３５－３まで、２１３

６－１から２１３６－３まで、２１３７－１から２１３７－３まで、２１３８－１から２１３８

－３まで、２１３９から２１４０まで、２１４１－１から２１４１－３まで、２１４２－１から

２１４２－３まで、２１４３－１から２１４３－２まで、２１４４－１から２１４４－２まで、

２１４５－１から２１４５－２まで、２１４６－１から２１４６－２まで、２１４７から２１４

９まで、２１５０－１から２１５０－２まで、２１５１－１から２１５１－２まで、２１５２か

ら２１５４まで、２１５５－１から２１５５－２まで、２１５６、２１５７－１から２１５７－

２まで、２１５８－１から２１５８－２まで、２１５９－１から２１５９－２まで、２１６０か

ら２１６１まで、２２６６－１から２２６６－４まで、２２６７－１、２２６７－３から２２６

７－５まで、２２６９－１から２２６９－４まで、２２７０－１から２２７０－２まで、２２７

１－１から２２７１－２まで、２２７２－１から２２７２－２まで、２２７３－１から２２７３

－２まで、２２７４－１から２２７４－２まで、２２７５、２２７７－１から２２７７－２まで、

２２７８－１から２２７８－２まで、２２７９－１から２２７９－３まで、２２８０－１から２

２８０－２まで、２２８１、２２８３から２２８４まで、２２８５－１から２２８５－３まで、

２２８６－１から２２８６－２まで、２２８７－１から２２８７－２まで、２２８８－１から２

２８８－２まで、２２９０－１から２２９０－２まで、２２９１－１から２２９１－２まで、２

２９２から２２９５まで、２２９６－１から２２９６－２まで、２２９７、２２９９、２３００

－１から２３００－２まで、２３０１、２３０５から２３０６まで、２３１１、２３１３－２、

２３１４－２及びこれらの区域に隣接介在する道路、水路である公有地の全部 

                 上記地番は、令和４年９月３０日現在の登記簿による。 

-86-



第   92 号 議  案   

令和 5年 6月 9日提 出   

   工事請負契約締結について 

 次のとおり工事請負契約を締結する。 

浜松市長  中  野  祐  介  

工事の名称 工 事 の 概 要 契 約 金 額 契約方法 契約者住所氏名 

浜松市立西部中

学校校舎改築工

事（解体工事） 

既存管理教室棟、

特別教室棟、教室

棟、給食室棟、渡

り廊下、倉庫、外

構工作物解体工事 

一式 

鉄筋コンクリート

造3階建 

延 7,044㎡ 

421,300,000円 制 限 付

一般競争

入 札

（総合評

価方式）

浜松市南区渡瀬町

1000番地の1 

株式会社林工組 

代表取締役社長 

伊藤 友輔 
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